
 

 

議案第６１号 

宝塚市市税条例及び宝塚市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定について 

宝塚市市税条例及び宝塚市都市計画税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する

ものとする。 

平成３０年（２０１８年）５月２２日提出 

宝塚市長 中 川 智 子 

 

宝塚市条例第  号 

   宝塚市市税条例及び宝塚市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 （宝塚市市税条例の一部改正） 

第１条 宝塚市市税条例（昭和２９年条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

第５条を削り、第５条の２を第５条とする。 

第２４条第１項中「によって」を「により」に改め、同条第５項中「この節」の次に

「（第５０条第１０項から第１２項までを除く。）」を加える。 

第２５条第１項中「によって」を「により」に改め、同項第２号中「１２５万円」を

「１３５万円」に改め、同条第２項中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改め、

「得た金額」の次に「に１０万円を加算した金額」を加える。 

第３３条第２項中「当該」を「同表の」に改める。 

第３５条の２中「扶養控除額を、」の次に「前年の合計所得金額が２，５００万円以

下である」を加える。 

第３５条の６中「所得割の納税義務者」を「前年の合計所得金額が２，５００万円以

下である所得割の納税義務者」に改め、同条第１号ア及び第２号ア中「においては」を

「には」に改める。 

第３７条の２第１項中「の者」を「に掲げる者」に改め、同項ただし書中「配偶者特

別控除額」の次に「（所得税法第２条第１項第３３号の４に規定する源泉控除対象配偶

者に係るものを除く。）」を加え、同条第４項中「においては」を「には」に改め、同

条第５項中「においては」を「には」に、「、第１項」を「、同項」に改め、同条第６

項から第８項までの規定中「においては」を「には」に、「の者」を「に掲げる者」に

改める。 

第４９条の３中「（以下この節」を「（次条第１項」に改める。 



 

 

第４９条の５第１項中「においては」を「には」に、「以下この節」を「次条第２

項」に改め、同条第３項中「第４９条の５第１項」と」の次に「、「の特別徴収義務

者」とあるのは「（同項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税額をいう。以下同

じ。）の特別徴収義務者」と」を加える。 

第５０条第１項中「による申告書」の次に「（第１０項及び第１１項において「納税

申告書」という。）」を加え、同条に次の３項を加える。 

１０ 法第３２１条の８第４２項に規定する特定法人である内国法人は、第１項の規定

により、納税申告書により行うこととされている法人の市民税の申告については、同

項の規定にかかわらず、同条第４２項及び施行規則で定めるところにより、納税申告

書に記載すべきものとされている事項（次項において「申告書記載事項」という。）

を、法第７６２条第１号に規定する地方税関係手続用電子情報処理組織を使用し、か

つ、法第７６１条に規定する地方税共同機構（第１２項において「機構」という。）

を経由して行う方法その他施行規則で定める方法により市長に提供することにより、

行わなければならない。 

１１ 前項の規定により行われた同項の申告については、申告書記載事項が記載された

納税申告書により行われたものとみなして、この条例の規定を適用する。 

１２ 第１０項の規定により行われた同項の申告は、法第７６２条第１号の機構の使用

に係る電子計算機（入出力装置を含む。）に備えられたファイルへの記録がされた時

に市長に到達したものとみなす。 

第８７条を第８７条の２とし、第２章第４節中同条の前に次の１条を加える。 

（製造たばこの区分） 

第８７条 製造たばこの区分は、次に掲げるとおりとし、製造たばこ代用品に係る製造

たばこの区分は、当該製造たばこ代用品の性状によるものとする。 

(１) 喫煙用の製造たばこ 

ア 紙巻たばこ 

イ 葉巻たばこ 

ウ パイプたばこ 

エ 刻みたばこ 

オ 加熱式たばこ 

(２) かみ用の製造たばこ 



 

 

(３) かぎ用の製造たばこ 

第８８条の次に次の１条を加える。 

（製造たばことみなす場合） 

第８８条の２ 加熱式たばこの喫煙用具であって加熱により蒸気となるグリセリンその

他の物品又はこれらの混合物を充塡したもの（たばこ事業法第３条第１項に規定する

会社（以下この条において「会社」という。）、加熱式たばこの喫煙用具であって加

熱により蒸気となるグリセリンその他の物品又はこれらの混合物を充塡したものを製

造した特定販売業者、加熱式たばこの喫煙用具であって加熱により蒸気となるグリセ

リンその他の物品又はこれらの混合物を充塡したものを会社又は特定販売業者から委

託を受けて製造した者その他これらに準ずる者として施行規則第８条の２の２で定め

る者により売渡し、消費等又は引渡しがされたもの及び輸入されたものに限る。以下

この条及び次条第３項第１号において「特定加熱式たばこ喫煙用具」という。）は、

製造たばことみなして、この節の規定を適用する。この場合において、特定加熱式た

ばこ喫煙用具に係る製造たばこの区分は、加熱式たばことする。 

第８９条第１項中「第８７条第１項」を「第８７条の２第１項」に改め、「消費等」

の次に「（以下この条及び第９３条において「売渡し等」という。）」を加え、同条第

２項中「前項の製造たばこ」の次に「（加熱式たばこを除く。）」を加え、「喫煙用の

紙巻たばこ」を「紙巻たばこ」に、「当該右欄」を「同表の右欄」に改め、同項後段を

削り、同項の表中「ア パイプたばこ」を「ア 葉巻たばこ」に、「イ 葉巻たばこ」

を「イ パイプたばこ」に改め、同条第４項中「前項」を「前２項」に改め、「関

し、」の次に「第４項の」を、「重量」の次に「又は前項の加熱式たばこの品目ごとの

１個当たりの重量」を加え、同項を同条第６項とし、同項の前に次の１項を加える。 

５ 第３項第２号に掲げる方法により加熱式たばこの重量を紙巻たばこの本数に換算す

る場合における計算は、売渡し等に係る加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量

（同号に規定する加熱式たばこの重量をいう。）に当該加熱式たばこの品目ごとの数

量を乗じて得た重量を合計し、その合計重量を紙巻たばこの本数に換算する方法によ

り行うものとする。 

第８９条第３項中「前項」を「第２項」に改め、「の重量を」の次に「紙巻たばこ

の」を加え、「場合の」を「場合又は前項第１号に掲げる方法により同号に規定する加

熱式たばこの重量を紙巻たばこの本数に換算する場合における」に、「第８７条第１項



 

 

の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等」を「売渡し等」に、「同欄」を「第

８７条」に、「喫煙用の紙巻たばこ」を「紙巻たばこ」に改め、同項を同条第４項とし、

同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 加熱式たばこに係る第１項の製造たばこの本数は、第１号に掲げる方法により換算

した紙巻たばこの本数に０．８を乗じて計算した紙巻たばこの本数、第２号に掲げる

方法により換算した紙巻たばこの本数に０．２を乗じて計算した紙巻たばこの本数及

び第３号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に０．２を乗じて計算した紙

巻たばこの本数の合計数によるものとする。 

(１) 加熱式たばこ（特定加熱式たばこ喫煙用具を除く。）の重量の１グラムをもっ

て紙巻たばこの１本に換算する方法 

(２) 加熱式たばこの重量（フィルターその他の施行規則第１６条の２の２で定める

ものに係る部分の重量を除く。）の０.４グラムをもって紙巻たばこの０.５本に

換算する方法 

(３) 次に掲げる加熱式たばこの区分に応じ、それぞれ次に定める金額の紙巻たばこ

の１本の金額に相当する金額（所得税法等の一部を改正する法律（平成３０年法

律第７号）附則第４８条第１項第１号に定めるたばこ税の税率、一般会計におけ

る債務の承継等に伴い必要な財源の確保に係る特別措置に関する法律（平成１０

年法律第１３７号）第８条第１項に規定するたばこ特別税の税率、法第７４条の

５に規定するたばこ税の税率及び法第４６８条に規定するたばこ税の税率をそれ

ぞれ１,０００で除して得た金額の合計額を１００分の６０で除して計算した金

額をいう。第８項において同じ。）をもって紙巻たばこの０.５本に換算する方

法 

ア 売渡し等の時における小売定価（たばこ事業法第３３条第１項又は第２項の

認可を受けた小売定価をいう。）が定められている加熱式たばこ 当該小売定

価に相当する金額（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により課さ

れるべき消費税に相当する金額及び法第２章第３節の規定により課されるべき

地方消費税に相当する金額を除く。） 

イ アに掲げるもの以外の加熱式たばこ たばこ税法(昭和５９年法律第７２号)

第１０条第３項第２号ロ及び第４項の規定の例により算定した金額 

第８９条に次の４項を加える。 



 

 

７ 第３項第３号に掲げる方法により加熱式たばこに係る同号ア又はイに定める金額を

紙巻たばこの本数に換算する場合における計算は、売渡し等に係る加熱式たばこの品

目ごとの１個当たりの同号ア又はイに定める金額に当該加熱式たばこの品目ごとの数

量を乗じて得た金額を合計し、その合計額を紙巻たばこの本数に換算する方法により

行うものとする。 

８ 前項の計算に関し、加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの第３項第３号アに定め

る金額又は紙巻たばこの１本の金額に相当する金額に１銭未満の端数がある場合には、

その端数を切り捨てるものとする。 

９ 第３項各号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に同項に規定する数を乗

じて計算した紙巻たばこの本数に１本未満の端数がある場合には、その端数を切り捨

てるものとする。 

１０ 前各項に定めるもののほか、これらの規定の適用に関し必要な事項は、施行規則

で定めるところによる。 

第９０条中「５，２６２円」を「５，６９２円」に改める。 

第９１条第３項中「第８７条」を「第８７条の２」に改める。 

第９３条第１項中「によって」を「により」に、「第８７条第１項の売渡し又は同条

第２項の売渡し若しくは消費等」を「売渡し等」に改める。 

附則第４条の３第１項中「得た金額」の次に「に１０万円を加算した金額」を加える。 

附則第９条の２を次のように改める。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

 第９条の２ 法附則第１５条第２項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は、２

分の１とする。 

２ 法附則第１５条第２項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１と 

する。 

３ 法附則第１５条第２項第６号に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３と 

する。 

４ 法附則第１５条第８項に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３とする。 

５ 法附則第１５条第１８項に規定する市町村の条例で定める割合は、５分の３（都市

再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第２条第５項に規定する特定都市再生緊

急整備地域における法附則第１５条第１８項に規定する市町村の条例で定める割合は、



 

 

２分の１）とする。 

６ 法附則第１５条第２８項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

７ 法附則第１５条第２９項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２ 

とする。 

８ 法附則第１５条第２９項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１

とする。 

９ 法附則第１５条第２９項第３号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１

とする。 

１０ 法附則第１５条第３０項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の

２とする。 

１１ 法附則第１５条第３０項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の 

１とする。 

１２ 法附則第１５条第３２項第１号イに規定する設備について同号イに規定する市町 

村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

１３ 法附則第１５条第３２項第１号ロに規定する設備について同号ロに規定する市町 

村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

１４ 法附則第１５条第３２項第１号ハに規定する設備について同号ハに規定する市町

村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

１５ 法附則第１５条第３２項第１号ニに規定する設備について同号ニに規定する市町

村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

１６ 法附則第１５条第３２項第１号ホに規定する設備について同号ホに規定する市町

村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

１７ 法附則第１５条第３２項第２号イに規定する設備について同号イに規定する市町

村の条例で定める割合は、１２分の７とする。 

１８ 法附則第１５条第３２項第２号ロに規定する設備について同号ロに規定する市町

村の条例で定める割合は、１２分の７とする。 

１９ 法附則第１５条第３２項第３号イに規定する設備について同号イに規定する市町

村の条例で定める割合は、３分の１とする。 

２０ 法附則第１５条第３２項第３号ロに規定する設備について同号ロに規定する市町

村の条例で定める割合は、３分の１とする。 



 

 

２１ 法附則第１５条第３２項第３号ハに規定する設備について同号ハに規定する市町

村の条例で定める割合は、３分の１とする。 

２２ 法附則第１５条第３７項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とす

る。 

２３ 法附則第１５条第３９項に規定する市町村の条例で定める割合は、５分の４とす

る。 

２４ 法附則第１５条第４４項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の１とす

る。 

２５ 法附則第１５条第４５項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とす

る。 

２６ 法附則第１５条第４７項に規定する市町村の条例で定める割合は、０とする。 

２７ 法附則第１５条の８第２項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２と

する。 

 附則第９条の４を削る。 

 附則第１２条の２の前の見出し中「昭和４７年度」を「平成６年度」に改める。 

附則第１５条の３第１項第３号中「平成３１年３月３１日」を「平成３１年９月３０

日」に改め、同条第３項中「第８７条第１項」を「第８７条の２第１項」に改め、同条

第５項中「前項に」を「前項の」に改め、同条第１２項中「平成３１年４月１日」を

「平成３１年１０月１日」に、「１,２６２円」を「１,６９２円」に改め、同条第１３

項の表第４項の項中「平成３１年４月３０日」を「平成３１年１０月３１日」に改め、

同表第５項の項中「平成３１年９月３０日」を「平成３２年３月３１日」に改め、同条

の次に次の１条を加える。 

  （手持品課税に係る市たばこ税） 

第１５条の３の２ 平成３０年１０月１日前に法第４６５条第１項に規定する売渡し又

は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費等（法第４６９条第１項第１号及び第２

号に規定する売渡しを除く。）が行われた製造たばこ（前条第１項に規定する紙巻た

ばこ３級品を除く。以下この項及び第５項において「製造たばこ」という。）を同日

に販売のため所持する卸売販売業者等（第８７条の２第１項に規定する卸売販売業者

等をいう。以下同じ。）又は小売販売業者がある場合において、これらの者が所得税

法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第７号）附則第５１条第１項の規定によ



 

 

り製造たばこの製造者として当該製造たばこを同日にこれらの者の製造たばこの製造

場から移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるとき

は、これらの者が卸売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者が卸売販売業者

等である場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である

場合には市の区域内に所在する当該製造たばこを直接管理する営業所において所持さ

れるものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなして、市たばこ税

を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみなさ

れる製造たばこの本数とし、当該市たばこ税の税率は、１,０００本につき４３０円

とする。 

２ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は小売販売業者の営業所ごとに、

地方税法施行規則の一部を改正する省令（平成３０年総務省令第２４号）別記第２号

様式による申告書を平成３０年１０月３１日までに市長に提出しなければならない。 

３ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成３１年４月１日までに、その申告に

係る税金を施行規則第３４号の２の５様式による納付書によって納付しなければなら

ない。 

４ 第１項の規定により市たばこ税を課する場合には、前３項に規定するもののほか、

第２０条、第９３条第４項及び第５項、第９５条の２並びに第９６条の規定を適用す

る。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２０条各号列記以外の

部分 

第９３条第１項若しくは

第２項 

附則第１５条の３の２第３ 

項 

第２０条第２号 第９３条第１項若しくは

第２項 

附則第１５条の３の２第２

項 

第２０条第３号 第９３条第１項若しくは

第２項の申告書又は第

１３６条第１項の申告書

で、その提出期限 

附則第１５条の３の２第３ 

項の納期限 

第９３条第４項 施行規則第３４号の２様

式又は第３４号の２の２ 

地方税法施行規則の一部を

改正する省令（平成３０年 



 

 

 様式 総務省令第２４号）別記第

２号様式 

第９３条第５項 第１項又は第２項 附則第１５条の３の２第３ 

項 

第９５条の２第１項 第９３条第１項又は第２

項 

附則第１５条の３の２第２

項 

当該各項 同項 

第９６条第２項 第９３条第１項又は第２

項 

附則第１５条の３の２第３ 

項 

５ 第９４条の規定は、販売契約の解除その他やむを得ない理由により、市の区域内に

営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこのうち、第１項の規定により

市たばこ税を課された、又は課されるべきものの返還を受けた卸売販売業者等につい

て準用する。この場合において、当該卸売販売業者等は、施行規則第１６条の２の５

又は第１６条の４の規定により、これらの規定に規定する申告書に添付すべき施行規

則第１６号の５様式による書類中「返還の理由及びその他参考となるべき事項」欄に、

当該控除又は還付を受けようとする製造たばこについて第１項の規定により市たばこ

税が課された、又は課されるべきであった旨を証するに足りる書類に基づいて、当該

返還に係る製造たばこの品目ごとの本数を記載した上で同様式による書類をこれらの

申告書に添付しなければならない。 

附則第１６条の２第３項中「第３７条の７」を「第３７条の６」に、「第３７条の９

の４又は第３７条の９の５」を「第３７条の８又は第３７条の９」に改める。 

第２条 宝塚市市税条例の一部を次のように改正する。 

  第８９条第３項中「０．８」を「０．６」に、「０．２」を「０．４」に改める。 

  附則９条の２第２４項中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第４３項」に改

め、同条第２５項中「附則第１５条第４５項」を「附則第１５条第４４項」に改め、同

条第２６項中「附則第１５条第４７項」を「附則第１５条第４６項」に改める。 

第３条 宝塚市市税条例の一部を次のように改正する。 

 第８９条第３項中「０．６」を「０．４」に、「０．４を乗じて計算した紙巻たばこ

の本数及び」を「０．６を乗じて計算した紙巻たばこの本数及び」に、「０．４を乗じ

て計算した紙巻たばこの本数の」を「０．６を乗じて計算した紙巻たばこの本数の」に



 

 

改め、同項第３号中「附則第４８条第１項第１号」を「附則第４８条第１項第２号」に

改める。 

  第９０条中「５,６９２円」を「６,１２２円」に改める。 

  附則第１５条の３の２第１項中「平成３０年１０月１日」を「平成３２年１０月１

日」に、「附則第５１条第１項」を「附則第５１条第９項」に改め、同条第２項中「平

成３０年１０月３１日」を「平成３２年１１月２日」に改め、同条第３項中「平成３１

年４月１日」を「平成３３年３月３１日」に改める。 

第４条 宝塚市市税条例の一部を次のように改正する。 

 第８９条第３項中「０．４」を「０．２」に、「０．６」を「０．８」に改め、同項

第３号中「所得税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第７号）附則第４８条第

１項第２号に定める」を「たばこ税法（昭和５９年法律第７２号）第１１条第１項に規

定する」に改め、同号イ中「（昭和５９年法律第７２号）」を削る。 

 第９０条中「６,１２２円」を「６,５５２円」に改める。 

 附則第１５条の３の２第１項中「平成３２年１０月 1 日」を「平成３３年１０月１

日」に、「附則第５１条第９項」を「附則第５１条第１１項」に改め、同条第２項中

「平成３２年１１月２日」を「平成３３年１１月 1 日」に改め、同条第３項中「平成

３３年３月３１日」を「平成３４年３月３１日」に改める。 

第５条 宝塚市市税条例の一部を次のように改正する。 

 第８８条の２中「及び次条第３項第１号」を削る。 

 第８９条第３項中「第１号」を「次」に改め、「紙巻たばこの本数に０．２を乗じて

計算した紙巻たばこの本数、第２号に掲げる方法により換算した紙巻たばこの本数に

０．８を乗じて計算した紙巻たばこの本数及び第３号に掲げる方法により換算した紙巻

たばこの本数に０．８を乗じて計算した」を削り、同項第１号を削り、同項第２号を同

項第１号とし、同項第３号を同項第２号とし、同条第４項中「又は前項第１号に掲げる

方法により同号に規定する加熱式たばこの重量を紙巻たばこの本数に換算する場合」を

削り、同条第５項中「第３項第２号」を「第３項第１号」に改め、同条第７項中「第３

項第３号」を「第３項第２号」に改め、同条第８項中「第３項第３号ア」を「第３項第

２号ア」に改め、同条第９項を削り、同条第１０項を同条第９項とする。 

（宝塚市都市計画税条例の一部改正） 

第６条 宝塚市都市計画税条例（昭和３３年条例第１号）の一部を次のように改正する。 



 

 

 附則第４項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第４３

項」に改め、附則第５項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４５項」を「附則第

１５条第４４項」に改め、附則第１８項中「第４４項、第４５項」を「第４３項、第

４４項」に、「第４８項」を「第４７項」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

(１) 第１条中宝塚市市税条例第８７条を第８７条の２とし、第２章第４節中同条の前

に１条を加える改正規定、第８８条の次に１条を加える改正規定、第８９条から第

９１条まで及び第９３条の改正規定並びに附則第１５条の３の改正規定（同条第５

項の改正規定を除く。）及び同条の次に１条を加える改正規定並びに附則第４条第

１項の規定 平成３０年１０月１日 

(２) 第１条中宝塚市市税条例第２５条第２項の改正規定（「控除対象配偶者」を「同

一生計配偶者」に改める部分に限る。）及び第３７条の２第１項ただし書の改正規

定並びに附則第１６条の２第３項の改正規定並びに次条第１項の規定 平成３１年

１月１日 

(３) 第２条（次号に掲げる部分を除く。）及び第６条の規定 平成３１年４月１日 

(４) 第２条中宝塚市市税条例第８９条第３項の改正規定及び附則第４条第２項の規定 

平成３１年１０月１日 

(５) 第１条中宝塚市市税条例第２４条第５項及び第５０条第１項の改正規定並びに同

条に３項を加える改正規定並びに次条第３項の規定 平成３２年４月１日 

(６) 第３条及び附則第４条第３項の規定 平成３２年１０月１日 

(７) 第１条中宝塚市市税条例第２５条第１項第２号の改正規定、同条第２項の改正規

定（第２号に掲げる改正規定を除く。）、第３５条の２の改正規定、第３５条の６

の改正規定（同条第１号ア及び第２号アの改正規定を除く。）並びに附則第４条の

３の改正規定並びに次条第２項の規定 平成３３年１月１日 

(８) 第４条及び附則第４条第４項の規定 平成３３年１０月１日 

(９) 第５条及び附則第４条第５項の規定 平成３４年１０月１日 

(10) 第１条中宝塚市市税条例附則第９条の２の改正規定（同条第２６項に係る部分に



 

 

限る。） 生産性向上特別措置法（平成３０年法律第  号）の施行の日又はこの

条例の施行の日のいずれか遅い日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第２号に掲げる規定による改正後の宝塚市市税条例の規定中個人の市民税に

関する部分は、平成３１年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成３０年

度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 前条第７号に掲げる規定による改正後の宝塚市市税条例の規定中個人の市民税に関す

る部分は、平成３３年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成３２年度分

までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

３ 第１条の規定による改正後の宝塚市市税条例（次条において「新条例」という。）第

２４条第５項及び第５０条第１０項から第１２項までの規定は、前条５号に掲げる規定

の施行の日以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する連結事業

年度分の法人の市民税について適用し、同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及

び同日前に開始した連結事業年度分の法人の市民税については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例附則第９条の２第１項の規定は、平成３０年４月１日以後に取得した地方

税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律第３号）第１条の規定による改正後の地

方税法（以下この条において「新法」という。）附則第１５条第２項第１号に規定する

施設又は設備に対して課する平成３１年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

２ 新条例附則第９条の２第４項の規定は、平成３０年４月１日以後に取得した新法附則

第１５条第８項に規定する雨水貯留浸透施設に対して課する平成３１年度以後の年度分

の固定資産税について適用する。 

３ 新条例附則第９条の２第７項の規定は、平成３０年４月１日以後に指定された新法附

則第１５条第２９項第１号に規定する指定避難施設避難用部分に対して課する平成３１

年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

４ 新条例附則第９条の２第８項の規定は、平成３０年４月１日以後に協定を締結した新

法附則第１５条第２９項第２号に規定する協定避難用部分に対して課する平成３１年度

以後の年度分の固定資産税について適用する。 

５ 新条例附則第９条の２第９項の規定は、平成３０年４月１日以後に協定を締結した新

法附則第１５条第２９項第３号に規定する協定避難用部分に対して課する平成３１年度



 

 

以後の年度分の固定資産税について適用する。 

６ 新条例附則第９条の２第１０項の規定は、平成３０年４月１日以後に指定された新法

附則第１５条第３０項第１号に規定する指定避難用償却資産に対して課する平成３１年

度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

７ 新条例附則第９条の２第１１項の規定は、平成３０年４月１日以後に協定を締結した

新法附則第１５条第３０項第２号に規定する協定避難用償却資産に対して課する平成３

１年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

８ 新条例附則第９条の２第１２項から第１６項までの規定は、平成３０年４月１日以後

に取得した新法附則第１５条第３２項第１号イ、ロ、ハ、ニ及びホに規定する特定再生

可能エネルギー発電設備に対して課する平成３１年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用する。 

９ 新条例附則第９条の２第１７項及び第１８項の規定は、平成３０年４月１日以後に取

得した新法附則第１５条第３２項第２号イ及びロに規定する特定再生可能エネルギー発

電設備に対して課する平成３１年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

１０ 新条例附則第９条の２第１９項から第２１項までの規定は、平成３０年４月１日以

後に取得した新法附則第１５条第３２項第３号イ、ロ及びハに規定する特定再生可能エ

ネルギー発電設備に対して課する平成３１年度以後の年度分の固定資産税について適用

する。 

１１ 新条例附則第９条の２第２６項の規定は、生産性向上特別措置法の施行の日以後に

新法附則第１５条第４７項に規定する認定先端設備等導入計画に従って取得した先端設

備等に対して課する平成３１年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

１２ 平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に取得した第１条の規定に

よる改正前の宝塚市市税条例附則第９条の４に規定する対象償却資産に対して課する固

定資産税については、なお従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第４条 附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであった市

たばこ税については、なお従前の例による。 

２ 附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであった市たば

こ税については、なお従前の例による。 

３ 附則第１条第６号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであった市たば



 

 

こ税については、なお従前の例による。 

４ 附則第１条第８号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであった市たば

こ税については、なお従前の例による。 

５ 附則第１条第９号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであった市たば

こ税については、なお従前の例による。 

 



 

議案第６１号 

   宝塚市市税条例及び宝塚市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定について 

宝塚市市税条例(昭和29年条例第32号)新旧対照表（第１条による改正関係） 

 ※この新旧対照表中附則第4条の3の改正規定に係る部分については、宝塚市市税条例(昭和29

年条例第32号)に宝塚市市税条例の一部を改正する条例(平成29年条例第19号)が溶け込んだも

のを現行として作成しています。 

現行 改正案 

(徴税吏員の証票等の様式) 

第5条 前条の証票並びに納税者又は特別徴

収義務者に対して発する書類及びこれらの

者が提出すべき書類で市長が必要があると

認めるものの様式は、別に市長が定める。 

 

(行政手続条例の適用除外) (行政手続条例の適用除外) 

第5条の2 （略） 第5条 （略） 

(市民税の納税義務者等) (市民税の納税義務者等) 

第24条 市民税は、第1号の者に対しては均

等割額及び所得割額の合算額によって、第

3号の者に対しては均等割額及び法人税割

額の合算額によって、第2号及び第4号の者

に対しては均等割額によって、第5号の者

に対しては法人税割額によって課する。 

第24条 市民税は、第1号の者に対しては均

等割額及び所得割額の合算額により  、第

3号の者に対しては均等割額及び法人税割

額の合算額により  、第2号及び第4号の者

に対しては均等割額により  、第5号の者

に対しては法人税割額により  課する。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

2～4 （略） 2～4 （略） 

5 法人でない社団又は財団で代表者又は管

理人の定めがあり、かつ、令第47条に規定

する収益事業を行うもの(当該社団又は財

団で収益事業を廃止したものを含む。第33

条第2項の表の第1号において「人格のない

社団等」という。)又は法人課税信託の引

受けを行うものは法人とみなして、この節

                                   の

規定中法人の市民税に関する規定を適用す

る。 

5 法人でない社団又は財団で代表者又は管

理人の定めがあり、かつ、令第47条に規定

する収益事業を行うもの(当該社団又は財

団で収益事業を廃止したものを含む。第33

条第2項の表の第1号において「人格のない

社団等」という。)又は法人課税信託の引

受けを行うものは法人とみなして、この節

(第50条第10項から第12項までを除く。)の

規定中法人の市民税に関する規定を適用す

る。 

(個人の市民税の非課税の範囲) (個人の市民税の非課税の範囲) 

第25条 次の各号のいずれかに該当する者に

対しては、市民税(第2号に該当する者にあ

っては、第52条の2の規定によって課する

所得割(以下「分離課税に係る所得割」と

いう。)を除く。)を課さない。ただし、法

の施行地に住所を有しない者については、

この限りでない。 

第25条 次の各号のいずれかに該当する者に

対しては、市民税(第2号に該当する者にあ

っては、第52条の2の規定により 課する

所得割(以下「分離課税に係る所得割」と

いう。)を除く。)を課さない。ただし、法

の施行地に住所を有しない者については、

この限りでない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 障害者、未成年者、寡婦又は寡夫(こ

れらの者の前年の合計所得金額が125万円

を超える場合を除く。) 

(2) 障害者、未成年者、寡婦又は寡夫(こ

れらの者の前年の合計所得金額が135万円

を超える場合を除く。) 



 

2 法の施行地に住所を有する者で均等割の

みを課すべきもののうち、前年の合計所得

金額が35万円にその者の控除対象配偶者及

び扶養親族の数に1を加えた数を乗じて得

た金額                      (その者が

控除対象配偶者又は扶養親族を有する場合

には、当該金額に21万円を加算した金額)

以下である者に対しては、均等割を課さな

い。 

2 法の施行地に住所を有する者で均等割の

みを課すべきもののうち、前年の合計所得

金額が35万円にその者の同一生計配偶者及

び扶養親族の数に1を加えた数を乗じて得

た金額に10万円を加算した金額(その者が

同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合

には、当該金額に21万円を加算した金額)

以下である者に対しては、均等割を課さな

い。 

(均等割の税率) (均等割の税率) 

第33条 （略） 第33条 （略） 

2 第24条第1項第3号又は第4号の者に対して

課する均等割の税率は、次の表の左欄に掲

げる法人の区分に応じ、それぞれ当該  右

欄に定める額とする。 

2 第24条第1項第3号又は第4号の者に対して

課する均等割の税率は、次の表の左欄に掲

げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の右

欄に定める額とする。 

 表 （略） 表 （略） 

3・4 （略） 3・4 （略） 

(所得控除) (所得控除) 

第35条の2 所得割の納税義務者が、法第314

条の2第1項各号のいずれかに掲げる者に該

当する場合においては、同条第1項及び第3

項から第12項までの規定により雑損控除

額、医療費控除額、社会保険料控除額、小

規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控

除額、地震保険料控除額、障害者控除額、

寡婦(寡夫)控除額、勤労学生控除額、配偶

者控除額、配偶者特別控除額又は扶養控除

額を、                                

       所得割の納税義務者については同

条第2項、第7項及び第12項の規定により基

礎控除額をそれぞれその者の前年の所得に

ついて算定した総所得金額、退職所得金額

又は山林所得金額から控除する。 

第35条の2 所得割の納税義務者が、法第314

条の2第1項各号のいずれかに掲げる者に該

当する場合においては、同条第1項及び第3

項から第12項までの規定により雑損控除

額、医療費控除額、社会保険料控除額、小

規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控

除額、地震保険料控除額、障害者控除額、

寡婦(寡夫)控除額、勤労学生控除額、配偶

者控除額、配偶者特別控除額又は扶養控除

額を、前年の合計所得金額が2,500万円以

下である所得割の納税義務者については同

条第2項、第7項及び第12項の規定により基

礎控除額をそれぞれその者の前年の所得に

ついて算定した総所得金額、退職所得金額

又は山林所得金額から控除する。 

(調整控除) (調整控除) 

第35条の6 所得割の納税義務者           

                             について

は、その者の第35条の3の規定による所得

割の額から、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該各号に定める金額を控除す

る。 

第35条の6 前年の合計所得金額が2,500万円

以下である所得割の納税義務者について

は、その者の第35条の3の規定による所得

割の額から、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該各号に定める金額を控除す

る。 

(1) 当該納税義務者の第35条の3第2項に

規定する課税総所得金額、課税退職所得

金額及び課税山林所得金額の合計額(以下

この条において「合計課税所得金額」と

いう。)が200万円以下である場合 次に

掲げる金額のうちいずれか少ない金額の

(1) 当該納税義務者の第35条の3第2項に

規定する課税総所得金額、課税退職所得

金額及び課税山林所得金額の合計額(以下

この条において「合計課税所得金額」と

いう。)が200万円以下である場合 次に

掲げる金額のうちいずれか少ない金額の



 

100分の3に相当する金額 100分の3に相当する金額 

ア 5万円に、当該納税義務者が法第314

条の6第1号イの表の上欄に掲げる者に

該当する場合においては、当該納税義

務者に係る同表の下欄に掲げる金額を

合算した金額を加算した金額 

ア 5万円に、当該納税義務者が法第314

条の6第1号イの表の上欄に掲げる者に

該当する場合には      、当該納税義

務者に係る同表の下欄に掲げる金額を

合算した金額を加算した金額 

イ (略) イ (略) 

(2) 当該納税義務者の合計課税所得金額

が200万円を超える場合 アに掲げる金額

からイに掲げる金額を控除した金額(当該

金額が5万円を下回る場合には、5万円と

する。)の100分の3に相当する金額 

(2) 当該納税義務者の合計課税所得金額

が200万円を超える場合 アに掲げる金額

からイに掲げる金額を控除した金額(当該

金額が5万円を下回る場合には、5万円と

する。)の100分の3に相当する金額 

ア 5万円に、当該納税義務者が法第314

条の6第1号イの表の上欄に掲げる者に

該当する場合においては、当該納税義

務者に係る同表の下欄に掲げる金額を

合算した金額を加算した金額 

ア 5万円に、当該納税義務者が法第314

条の6第1号イの表の上欄に掲げる者に

該当する場合には      、当該納税義

務者に係る同表の下欄に掲げる金額を

合算した金額を加算した金額 

イ (略) イ (略) 

(市民税の申告) (市民税の申告) 

第37条の2 第24条第1項第1号の者      

は、3月15日までに、別に定める様式によ

る申告書を市長に提出しなければならな

い。ただし、法第317条の6第1項又は第4項

の規定により給与支払報告書又は公的年金

等支払報告書を提出する義務がある者から

1月1日現在において給与又は公的年金等の

支払を受けている者で前年中において給与

所得以外の所得又は公的年金等に係る所得

以外の所得を有しなかったもの(公的年金

等に係る所得以外の所得を有しなかった者

で社会保険料控除額(令第48条の9の7に規

定するものを除く。)、小規模企業共済等

掛金控除額、生命保険料控除額、地震保険

料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別控

除額                                  

                                      

    若しくは法第314条の2第5項に規定す

る扶養控除額の控除又はこれらと併せて雑

損控除額若しくは医療費控除額の控除、法

第313条第8項に規定する純損失の金額の控

除、同条第9項に規定する純損失若しくは

雑損失の金額の控除若しくは第35条の7第1

項及び第2項の規定により控除すべき金額

(以下この条において「寄附金税額控除

額」という。)の控除を受けようとするも

のを除く。以下この条において「給与所得

第37条の2 第24条第1項第1号に掲げる者

は、3月15日までに、別に定める様式によ

る申告書を市長に提出しなければならな

い。ただし、法第317条の6第1項又は第4項

の規定により給与支払報告書又は公的年金

等支払報告書を提出する義務がある者から

1月1日現在において給与又は公的年金等の

支払を受けている者で前年中において給与

所得以外の所得又は公的年金等に係る所得

以外の所得を有しなかったもの(公的年金

等に係る所得以外の所得を有しなかった者

で社会保険料控除額(令第48条の9の7に規

定するものを除く。)、小規模企業共済等

掛金控除額、生命保険料控除額、地震保険

料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別控

除額(所得税法第2条第1項第33号の4に規定

する源泉控除対象配偶者に係るものを除

く。)若しくは法第314条の2第5項に規定す

る扶養控除額の控除又はこれらと併せて雑

損控除額若しくは医療費控除額の控除、法

第313条第8項に規定する純損失の金額の控

除、同条第9項に規定する純損失若しくは

雑損失の金額の控除若しくは第35条の7第1

項及び第2項の規定により控除すべき金額

(以下この条において「寄附金税額控除

額」という。)の控除を受けようとするも

のを除く。以下この条において「給与所得



 

等以外の所得を有しなかった者」とい

う。)及び第25条第2項に規定する者(施行

規則第2条の2第1項の表の上欄の(二)に掲

げる者を除く。)並びに市民税の課税免除

者として規則で定める者については、この

限りでない。 

等以外の所得を有しなかった者」とい

う。)及び第25条第2項に規定する者(施行

規則第2条の2第1項の表の上欄の(二)に掲

げる者を除く。)並びに市民税の課税免除

者として規則で定める者については、この

限りでない。 

2・3 （略） 2・3 （略） 

4 給与所得等以外の所得を有しなかった者

(第1項又は前項の規定により第1項の申告

書を提出する義務を有する者を除く。)

は、雑損控除額若しくは医療費控除額の控

除、法第313条第8項に規定する純損失の金

額の控除、同条第9項に規定する純損失若

しくは雑損失の金額の控除又は寄附金税額

控除額の控除を受けようとする場合におい

ては、3月15日までに、施行規則で定める

様式による申告書を市長に提出しなければ

ならない。 

4 給与所得等以外の所得を有しなかった者

(第1項又は前項の規定により第1項の申告

書を提出する義務を有する者を除く。)

は、雑損控除額若しくは医療費控除額の控

除、法第313条第8項に規定する純損失の金

額の控除、同条第9項に規定する純損失若

しくは雑損失の金額の控除又は寄附金税額

控除額の控除を受けようとする場合には  

    、3月15日までに、施行規則で定める

様式による申告書を市長に提出しなければ

ならない。 

5 第1項ただし書に規定する者(第3項の規定

により第1項の申告書を提出する義務を有

する者を除く。)は、前年中において純損

失又は雑損失の金額がある場合において

は、3月15日までに、第1項の申告書を市長

に提出することができる。 

5 第1項ただし書に規定する者(第3項の規定

により第1項の申告書を提出する義務を有

する者を除く。)は、前年中において純損

失又は雑損失の金額がある場合には      

 、3月15日までに、同項 の申告書を市長

に提出することができる。 

6 市長は、市民税の賦課徴収について必要

があると認める場合においては、第24条第

1項第1号の者      のうち所得税法第226

条第1項若しくは第3項の規定により前年の

給与所得若しくは公的年金等に係る所得に

係る源泉徴収票を交付されるもの又は同条

第4項ただし書の規定により給与所得若し

くは公的年金等に係る所得に係る源泉徴収

票の交付を受けることができるものに当該

源泉徴収票又はその写しを提出させること

ができる。 

6 市長は、市民税の賦課徴収について必要

があると認める場合には   、第24条第

1項第1号に掲げる者のうち所得税法第226

条第1項若しくは第3項の規定により前年の

給与所得若しくは公的年金等に係る所得に

係る源泉徴収票を交付されるもの又は同条

第4項ただし書の規定により給与所得若し

くは公的年金等に係る所得に係る源泉徴収

票の交付を受けることができるものに当該

源泉徴収票又はその写しを提出させること

ができる。 

7 市長は、市民税の賦課徴収について必要

があると認める場合においては、第24条第

1項第2号の者      に、3月15日までに、

賦課期日現在において市内に有する事務

所、事業所又は家屋敷の所在その他必要な

事項を申告させることができる。 

7 市長は、市民税の賦課徴収について必要

があると認める場合には      、第24条第

1項第2号に掲げる者に、3月15日までに、

賦課期日現在において市内に有する事務

所、事業所又は家屋敷の所在その他必要な

事項を申告させることができる。 

8 市長は、市民税の賦課徴収について必要

があると認める場合においては、新たに第

24条第1項第3号又は第4号の者      に該

当することとなった者に、当該該当するこ

ととなった日から2月以内に、その名称、

主たる事務所又は事業所の所在及び法人番

8 市長は、市民税の賦課徴収について必要

があると認める場合には      、新たに第

24条第1項第3号又は第4号に掲げる者に該

当することとなった者に、当該該当するこ

ととなった日から2月以内に、その名称、

主たる事務所又は事業所の所在及び法人番



 

号(行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律(平成

25年法律第27号。以下「番号法」とい

う。)第2条第15項に規定する法人番号をい

う。以下市民税について同じ。)(法人番号

を有しない者にあっては、名称及び主たる

事務所又は事業所の所在)、代表者又は管

理人の氏名、市内に有する事務所、事業所

又は寮等の所在、当該該当することとなっ

た日その他必要な事項を申告させることが

できる。 

号(行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律(平成

25年法律第27号。以下「番号法」とい

う。)第2条第15項に規定する法人番号をい

う。以下市民税について同じ。)(法人番号

を有しない者にあっては、名称及び主たる

事務所又は事業所の所在)、代表者又は管

理人の氏名、市内に有する事務所、事業所

又は寮等の所在、当該該当することとなっ

た日その他必要な事項を申告させることが

できる。 

(特別徴収義務者) (特別徴収義務者) 

第49条の3 前条第1項の規定による特別徴収

に係る年金所得に係る特別徴収税額の特別

徴収義務者は、当該年度の初日において特

別徴収対象年金所得者に対して特別徴収対

象年金給付(法第321条の7の4第2項の特別

徴収対象年金給付をいう。以下この節にお

いて同じ。)の支払をする者(以下この節に

おいて「年金保険者」という。)とする。 

第49条の3 前条第1項の規定による特別徴収

に係る年金所得に係る特別徴収税額の特別

徴収義務者は、当該年度の初日において特

別徴収対象年金所得者に対して特別徴収対

象年金給付(法第321条の7の4第2項の特別

徴収対象年金給付をいう。以下この節にお

いて同じ。)の支払をする者(次条第1項 に

おいて「年金保険者」という。)とする。 

(年金所得に係る仮特別徴収税額等) (年金所得に係る仮特別徴収税額等) 

第49条の5 当該年度の初日の属する年の前

年の10月1日からその翌年の3月31日までの

間における特別徴収対象年金給付の支払の

際、前条第2項の支払回数割特別徴収税額

を徴収されていた特別徴収対象年金所得者

について、老齢等年金給付が当該年度の初

日からその日の属する年の9月30日までの

間において支払われる場合においては、当

該特別徴収対象年金所得者の前年中の公的

年金等に係る所得に係る所得割額及び均等

割額の合算額として年金所得に係る仮特別

徴収税額(当該特別徴収対象年金所得者に

対して課した前年度分の個人の市民税のう

ち当該特別徴収対象年金所得者の前々年中

の公的年金等に係る所得に係る所得割額及

び均等割額の合算額(当該特別徴収対象年

金所得者に係る均等割額を第45条第1項の

規定により特別徴収の方法によって徴収し

た場合においては、前々年中の公的年金等

に係る所得に係る所得割額)の2分の1に相

当する額をいう。以下この節において同

じ。)を、当該年度の初日からその日の属

する年の9月30日までの間において特別徴

収対象年金給付の支払をする際、特別徴収

の方法によって徴収する。 

第49条の5 当該年度の初日の属する年の前

年の10月1日からその翌年の3月31日までの

間における特別徴収対象年金給付の支払の

際、前条第2項の支払回数割特別徴収税額

を徴収されていた特別徴収対象年金所得者

について、老齢等年金給付が当該年度の初

日からその日の属する年の9月30日までの

間において支払われる場合には      、当

該特別徴収対象年金所得者の前年中の公的

年金等に係る所得に係る所得割額及び均等

割額の合算額として年金所得に係る仮特別

徴収税額(当該特別徴収対象年金所得者に

対して課した前年度分の個人の市民税のう

ち当該特別徴収対象年金所得者の前々年中

の公的年金等に係る所得に係る所得割額及

び均等割額の合算額(当該特別徴収対象年

金所得者に係る均等割額を第45条第1項の

規定により特別徴収の方法によって徴収し

た場合においては、前々年中の公的年金等

に係る所得に係る所得割額)の2分の1に相

当する額をいう。次条第2項 において同

じ。)を、当該年度の初日からその日の属

する年の9月30日までの間において特別徴

収対象年金給付の支払をする際、特別徴収

の方法によって徴収する。 

2 （略） 2 （略） 



 

3 第49条の3及び前条の規定は、第1項の規

定による特別徴収について準用する。この

場合において、これらの規定中「年金所得

に係る特別徴収税額」とあるのは「年金所

得に係る仮特別徴収税額」と、第49条の3

中「前条第1項」とあるのは「第49条の5第

1項」と                               

                                      

                                      

          、前条第1項及び第2項中「支

払回数割特別徴収税額」とあるのは「支払

回数割仮特別徴収税額」と、同項中「の属

する年の10月1日から翌年の3月31日」とあ

るのは「からその日の属する年の9月30

日」と読み替えるものとする。 

3 第49条の3及び前条の規定は、第1項の規

定による特別徴収について準用する。この

場合において、これらの規定中「年金所得

に係る特別徴収税額」とあるのは「年金所

得に係る仮特別徴収税額」と、第49条の3

中「前条第1項」とあるのは「第49条の5第

1項」と、「の特別徴収義務者」とあるの

は「(同項に規定する年金所得に係る仮特

別徴収税額をいう。以下同じ。)の特別徴

収義務者」と、前条第1項及び第2項中「支

払回数割特別徴収税額」とあるのは「支払

回数割仮特別徴収税額」と、同項中「の属

する年の10月1日から翌年の3月31日」とあ

るのは「からその日の属する年の9月30

日」と読み替えるものとする。 

(法人の市民税の申告納付) (法人の市民税の申告納付) 

第50条 市民税を申告納付する義務がある法

人は、法第321条の8第1項、第2項、第4

項、第19項、第22項及び第23項の規定によ

る申告書                              

                  を、同条第 1項、第2

項、第4項、第19項及び第23項の申告納付

にあってはそれぞれこれらの規定による納

期限までに、同条第22項の申告納付にあっ

ては遅滞なく市長に提出し、その申告に係

る税金又は同条第1項後段及び第3項の規定

により提出があったものとみなされる申告

書に係る税金を施行規則第22号の4様式に

よる納付書により納付しなければならな

い。 

第50条 市民税を申告納付する義務がある法

人は、法第321条の8第1項、第2項、第4

項、第19項、第22項及び第23項の規定によ

る申告書(第10項及び第11項において「納

税申告書」という。)を、同条第1項、第2

項、第4項、第19項及び第23項の申告納付

にあってはそれぞれこれらの規定による納

期限までに、同条第22項の申告納付にあっ

ては遅滞なく市長に提出し、その申告に係

る税金又は同条第1項後段及び第3項の規定

により提出があったものとみなされる申告

書に係る税金を施行規則第22号の4様式に

よる納付書により納付しなければならな

い。 

2～9 （略） 2～9 （略） 

 10 法第321条の8第42項に規定する特定法人

である内国法人は、第1項の規定により、

納税申告書により行うこととされている法

人の市民税の申告については、同項の規定

にかかわらず、同条第42項及び施行規則で

定めるところにより、納税申告書に記載す

べきものとされている事項(次項において

「申告書記載事項」という。)を、法第762

条第1号に規定する地方税関係手続用電子

情報処理組織を使用し、かつ、法761条に

規定する地方税共同機構(第12項において

「機構」という。)を経由して行う方法そ

の他施行規則で定める方法により市長に提

供することにより、行わなければならな

い。 

 11 前項の規定により行われた同項の申告に



 

ついては、申告書記載事項が記載された納

税申告書により行われたものとみなして、

この条例の規定を適用する。 

 12 第10項の規定により行われた同項の申告

は、法第762条第1号の機構の使用に係る電

子計算機(入出力装置を含む。)に備えられ

たファイルへの記録がされた時に市長に到

達したものとみなす。 

 (製造たばこの区分) 

第87条 製造たばこの区分は、次に掲げると

おりとし、製造たばこ代用品に係る製造た

ばこの区分は、当該製造たばこ代用品の性

状によるものとする。 

(1) 喫煙用の製造たばこ 

ア 紙巻たばこ 

イ 葉巻たばこ 

ウ パイプたばこ 

エ 刻みたばこ 

オ 加熱式たばこ 

(2) かみ用の製造たばこ 

(3) かぎ用の製造たばこ 

(市たばこ税の納税義務者等) (市たばこ税の納税義務者等) 

第87条 （略） 第87条の2 （略） 

 (製造たばことみなす場合) 

第88条の2 加熱式たばこの喫煙用具であっ

て加熱により蒸気となるグリセリンその他

の物品又はこれらの混合物を充塡したもの

(たばこ事業法第3条第1項に規定する会社

(以下この条において「会社」という。)、

加熱式たばこの喫煙用具であって加熱によ

り蒸気となるグリセリンその他の物品又は

これらの混合物を充塡したものを製造した

特定販売業者、加熱式たばこの喫煙用具で

あって加熱により蒸気となるグリセリンそ

の他の物品又はこれらの混合物を充塡した

ものを会社又は特定販売業者から委託を受

けて製造した者その他これらに準ずる者と

して施行規則第8条の2の2で定める者によ

り売渡し、消費等又は引渡しがされたもの

及び輸入されたものに限る。以下この条及

び次条第3項第1号において「特定加熱式た

ばこ喫煙用具」という。)は、製造たばこ

とみなして、この節の規定を適用する。こ

の場合において、特定加熱式たばこ喫煙用

具に係る製造たばこの区分は、加熱式たば

ことする。 

(たばこ税の課税標準) (たばこ税の課税標準) 



 

第89条 たばこ税の課税標準は、第87条第1

項   の売渡し又は同条第2項の売渡し若し

くは消費等                            

                     に係る製造たば

この本数とする。 

第89条 たばこ税の課税標準は、第87条の2

第1項の売渡し又は同条第2項の売渡し若し

くは消費等(以下この条及び第93条におい

て「売渡し等」という。)に係る製造たば

この本数とする。 

2 前項の製造たばこ                     

   の本数は、喫煙用の紙巻たばこの本

数によるものとし、次の表の左欄に掲げる

製造たばこの本数の算定については、同欄

の区分に応じ、それぞれ当該右欄  に定め

る重量をもって喫煙用の紙巻たばこの1本

に換算するものとする。この場合におい

て、製造たばこ代用品の区分については、

当該製造たばこ代用品の性状による。 

2  前項の製造たばこ(加熱式たばこを除

く。)の本数は、紙巻たばこ        の本

数によるものとし、次の表の左欄に掲げる

製造たばこの本数の算定については、同欄

の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定め

る重量をもって紙巻たばこ    の1本

に換算するものとする。                

                                     

                                   

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

 3 加熱式たばこに係る第1項の製造たばこの

本数は、第1号に掲げる方法により換算し

た紙巻たばこの本数に0.8を乗じて計算し

た紙巻たばこの本数、第2号に掲げる方法

により換算した紙巻たばこの本数に0.2を

乗じて計算した紙巻たばこの本数及び第3

号に掲げる方法により換算した紙巻たばこ

の本数に0.2を乗じて計算した紙巻たばこ

の本数の合計数によるものとする。 

(1) 加熱式たばこ(特定加熱式たばこ喫煙

用具を除く。)の重量の1グラムをもって

紙巻たばこの1本に換算する方法 

(2) 加熱式たばこの重量(フィルターその

他の施行規則第16条の2の2で定めるもの

に係る部分の重量を除く。)の0.4グラム

をもって紙巻たばこの0.5本に換算する方

法 

(3) 次に掲げる加熱式たばこの区分に応

じ、それぞれ次に定める金額の紙巻たば

この1本の金額に相当する金額(所得税法

等の一部を改正する法律(平成30年法律第

7号)附則第48条第1項第1号に定めるたば

こ税の税率、一般会計における債務の承

継等に伴い必要な財源の確保に係る特別

措置に関する法律(平成10年法律第137号)

第8条第1項に規定するたばこ特別税の税

率、法第74条の5に規定するたばこ税の税

率及び法第468条に規定するたばこ税の税

率をそれぞれ1,000で除して得た金額の合

計額を100分の60で除して計算した金額を

いう。第8項において同じ。)をもって紙

巻たばこの0.5本に換算する方法 



 

ア 売渡し等の時における小売定価(たば

こ事業法第33条第1項又は第2項の認可

を受けた小売定価をいう。)が定められ

ている加熱式たばこ 当該小売定価に

相当する金額(消費税法(昭和63年法律

第108号)の規定により課されるべき消

費税に相当する金額及び法第2章第3節

の規定により課されるべき地方消費税

に相当する金額を除く。) 

イ アに掲げるもの以外の加熱式たばこ 

 たばこ税法(昭和59年法律第72号)第

10条第3項第2号ロ及び第4項の規定の例

により算定した金額 

3 前項 の表の左欄に掲げる製造たばこの重

量を            本数に換算する場合の 

                   

                   

            計算は、第87条

第1項の売渡し又は同条第2項の売渡し若し

くは消費等に係る製造たばこの品目ごとの

1個当たりの重量に当該製造たばこの品目

ごとの数量を乗じて得た重量を同欄 に掲

げる製造たばこの区分ごとに合計し、その

合計重量を喫煙用の紙巻たばこの本数に換

算する方法により行うものとする。 

4 第2項の表の左欄に掲げる製造たばこの重

量を紙巻たばこの本数に換算する場合又は

前項第1号に掲げる方法により同号に規定

する加熱式たばこの重量を紙巻たばこの本

数に換算する場合における計算は、売渡し

等                                    

          に係る製造たばこの品目ごとの

1個当たりの重量に当該製造たばこの品目

ごとの数量を乗じて得た重量を第87条に掲

げる製造たばこの区分ごとに合計し、その

合計重量を紙巻たばこ        の本数に換

算する方法により行うものとする。 

 5 第3項第2号に掲げる方法により加熱式た

ばこの重量を紙巻たばこの本数に換算する

場合における計算は、売渡し等に係る加熱

式たばこの品目ごとの1個当たりの重量(同

号に規定する加熱式たばこの重量をい

う。)に当該加熱式たばこの品目ごとの数

量を乗じて得た重量を合計し、その合計重

量を紙巻たばこの本数に換算する方法によ

り行うものとする。 

4 前項 の計算に関し、       製造たばこ

の品目ごとの1個当たりの重量           

                                      

 に0.1グラム未満の端数がある場合に

は、その端数を切り捨てるものとする。 

6 前2項の計算に関し、第4項の製造たばこ

の品目ごとの1個当たりの重量又は前項の

加熱式たばこの品目ごとの1個当たりの重

量に0.1グラム未満の端数がある場合に

は、その端数を切り捨てるものとする。 

 7 第3項第3号に掲げる方法により加熱式た

ばこに係る同号ア又はイに定める金額を紙

巻たばこの本数に換算する場合における計

算は、売渡し等に係る加熱式たばこの品目

ごとの1個当たりの同号ア又はイに定める

金額に当該加熱式たばこの品目ごとの数量

を乗じて得た金額を合計し、その合計額を

紙巻たばこの本数に換算する方法により行



 

うものとする。 

 8 前項の計算に関し、加熱式たばこの品目

ごとの1個当たりの第3項第3号アに定める

金額又は紙巻たばこの1本の金額に相当す

る金額に1銭未満の端数がある場合には、

その端数を切り捨てるものとする。 

 9 第3項各号に掲げる方法により換算した紙

巻たばこの本数に同項に規定する数を乗じ

て計算した紙巻たばこの本数に1本未満の

端数がある場合には、その端数を切り捨て

るものとする。 

 10 前各項に定めるもののほか、これらの規

定の適用に関し必要な事項は、施行規則で

定めるところによる。 

(たばこ税の税率) (たばこ税の税率) 

第90条 たばこ税の税率は、1,000本につき

5,262円とする。 

第90条 たばこ税の税率は、1,000本につき

5,692円とする。 

(たばこ税の課税免除) (たばこ税の課税免除) 

第91条 （略） 第91条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 第1項の規定によりたばこ税を免除された

製造たばこにつき、法第469条第1項第1号

に規定する輸出業者が小売販売業者若しく

は消費者等に売渡しをし、又は消費等をし

た場合には、当該製造たばこについて、当

該輸出業者を卸売販売業者等とみなして、

第87条   の規定を適用する。 

3 第1項の規定によりたばこ税を免除された

製造たばこにつき、法第469条第1項第1号

に規定する輸出業者が小売販売業者若しく

は消費者等に売渡しをし、又は消費等をし

た場合には、当該製造たばこについて、当

該輸出業者を卸売販売業者等とみなして、

第87条の2の規定を適用する。 

(たばこ税の申告納付の手続) (たばこ税の申告納付の手続) 

第93条 前条の規定によってたばこ税を申告

納付すべき者(以下この節において「申告

納税者」という。)は、毎月末日までに、

前月の初日から末日までの間における第87

条第1項の売渡し又は同条第2項の売渡し若

しくは消費等に係る製造たばこの品目ごと

の課税標準たる本数の合計数(以下この節

において「課税標準数量」という。)及び

当該課税標準数量に対するたばこ税額、第

91条第1項の規定により免除を受けようと

する場合にあっては同項の適用を受けよう

とする製造たばこに係るたばこ税額並びに

次条第1項の規定により控除を受けようと

する場合にあっては同項の適用を受けよう

とするたばこ税額その他必要な事項を記載

した施行規則第34号の2様式による申告書

を市長に提出し、及びその申告に係る税金

を施行規則第34号の2の5様式による納付書

第93条 前条の規定により たばこ税を申告

納付すべき者(以下この節において「申告

納税者」という。)は、毎月末日までに、

前月の初日から末日までの間における売渡

し等                                  

            に係る製造たばこの品目ごと

の課税標準たる本数の合計数(以下この節

において「課税標準数量」という。)及び

当該課税標準数量に対するたばこ税額、第

91条第1項の規定により免除を受けようと

する場合にあっては同項の適用を受けよう

とする製造たばこに係るたばこ税額並びに

次条第1項の規定により控除を受けようと

する場合にあっては同項の適用を受けよう

とするたばこ税額その他必要な事項を記載

した施行規則第34号の2様式による申告書

を市長に提出し、及びその申告に係る税金

を施行規則第34号の2の5様式による納付書



 

によって納付しなければならない。この場

合において、当該申告書には、第91条第2

項に規定する書類及び次条第1項の返還に

係る製造たばこの品目ごとの数量について

の明細を記載した施行規則第16号の5様式

による書類を添付しなければならない。 

によって納付しなければならない。この場

合において、当該申告書には、第91条第2

項に規定する書類及び次条第1項の返還に

係る製造たばこの品目ごとの数量について

の明細を記載した施行規則第16号の5様式

による書類を添付しなければならない。 

2～5 （略） 2～5 （略） 

附 則 附 則 

(個人の市民税の所得割の非課税の範囲等) (個人の市民税の所得割の非課税の範囲等) 

第4条の3 当分の間、市民税の所得割を課す

べき者のうち、その者の前年の所得につい

て第26条の規定により算定した総所得金

額、退職所得金額及び山林所得金額の合計

額が、35万円にその者の同一生計配偶者及

び扶養親族の数に1を加えた数を乗じて得

た金額                      (その者が

同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合

には、当該金額に32万円を加算した金額)

以下である者に対しては、第24条第1項の

規定にかかわらず、市民税の所得割(分離

課税に係る所得割を除く。)を課さない。 

第4条の3 当分の間、市民税の所得割を課す

べき者のうち、その者の前年の所得につい

て第26条の規定により算定した総所得金

額、退職所得金額及び山林所得金額の合計

額が、35万円にその者の同一生計配偶者及

び扶養親族の数に1を加えた数を乗じて得

た金額に10万円を加算した金額(その者が

同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合

には、当該金額に32万円を加算した金額)

以下である者に対しては、第24条第1項の

規定にかかわらず、市民税の所得割(分離

課税に係る所得割を除く。)を課さない。 

2・3 （略） 2・3 （略） 

(法附則第15条第2項第2号等の条例で定め

る割合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合) 

第9条の2 法附則第15条第2項第2号に規定す

る市町村の条例で定める割合は、2分の1と

する。 

2 法附則第15条第2項第6号に規定する市町

村の条例で定める割合は、4分の3とする。 

3 法附則第15条第18項に規定する市町村の

条例で定める割合は、5分の3(都市再生特

別措置法(平成14年法律第22号)第2条第5項

に規定する特定都市再生緊急整備地域にお

ける法附則第15条第18項に規定する市町村

の条例で定める割合は、2分の1)とする。 

4 法附則第15条第28項に規定する市町村の

条例で定める割合は、2分の1とする。 

5 法附則第15条第37項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の2とする。 

 

 

 

 

6 法附則第15条第39項に規定する市町村の

条例で定める割合は、5分の4とする。 

7 法附則第15条第44項に規定する市町村の

第9条の2 法附則第15条第2項第1号に規定す

る市町村の条例で定める割合は、2分の1と

する。 

2 法附則第15条第2項第2号に規定する市町

村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

3 法附則第15条第2項第6号に規定する市町

村の条例で定める割合は、4分の3とする。 

 

 

 

 

4 法附則第15条第8項に規定する市町村の条

例で定める割合は、4分の3とする。 

5 法附則第15条第18項に規定する市町村の

条例で定める割合は、5分の3(都市再生特

別措置法(平成14年法律第22号)第2条第5項

に規定する特定都市再生緊急整備地域にお

ける法附則第15条第18項に規定する市町村

の条例で定める割合は、2分の1)とする。 

6 法附則第15条第28項に規定する市町村の

条例で定める割合は、2分の1とする。 

7 法附則第15条第29項第1号に規定する市町



 

条例で定める割合は、3分の1とする。 

8 法附則第15条第45項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の2とする。 

9 法附則第15条の8第2項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の2とする 

村の条例で定める割合は、3分の2とする。 

8 法附則第15条第29項第2号に規定する市町

村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

9 法附則第15条第29項第3号に規定する市町

村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

10 法附則第15条第30項第1号に規定する市町

村の条例で定める割合は、3分の2とする。 

11 法附則第15条第30項第2号に規定する市町

村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

12 法附則第15条第32項第1号イに規定する設

備について同号イに規定する市町村の条例

で定める割合は、2分の1とする。 

13 法附則第15条第32項第1号ロに規定する設

備について同号ロに規定する市町村の条例

で定める割合は、2分の1とする。 

14 法附則第15条第32項第1号ハに規定する設

備について同号ハに規定する市町村の条例

で定める割合は、2分の1とする。 

15 法附則第15条第32項第1号ニに規定する設

備について同号ニに規定する市町村の条例

で定める割合は、2分の1とする。 

16 法附則第15条第32項第1号ホに規定する設

備について同号ホに規定する市町村の条例

で定める割合は、2分の1とする。 

17 法附則第15条第32項第2号イに規定する設

備について同号イに規定する市町村の条例

で定める割合は、12分の7とする。 

18 法附則第15条第32項第2号ロに規定する設

備について同号ロに規定する市町村の条例

で定める割合は、12分の7とする。 

19 法附則第15条第32項第3号イに規定する設

備について同号イに規定する市町村の条例

で定める割合は、3分の1とする。 

20 法附則第15条第32項第3号ロに規定する設

備について同号ロに規定する市町村の条例

で定める割合は、3分の1とする。 

21 法附則第15条第32項第3号ハに規定する設

備について同号ハに規定する市町村の条例

で定める割合は、3分の1とする。 

22 法附則第15条第37項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の2とする。 

23 法附則第15条第39項に規定する市町村の

条例で定める割合は、5分の4とする。 

24 法附則第15条第44項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の1とする。 

25 法附則第15条第45項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の2とする。 



 

26 法附則第15条第47項に規定する市町村の

条例で定める割合は、0とする。 

27 法附則第15条の8第2項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の2とする。 

(太陽光発電設備に対する固定資産税の課

税免除) 

第9条の4 電気事業者による再生可能エネル

ギー電気の調達に関する特別措置法(平成

23年法律第108号)第2条第5項に規定する認

定発電設備のうち、太陽光を電気に変換す

る設備及びその附属設備(平成27年4月1日

から平成30年3月31日までの間に新たに取

得され、かつ、規則で定める要件を備える

ものに限る。以下この条において「対象償

却資産」という。)については、当該対象

償却資産に対して新たに固定資産税が課さ

れることとなった年度から5年度分の固定

資産税に限り、当該対象償却資産に係る固

定資産税を免除する。 

2 前項の規定の適用を受けようとする者

は、その適用を受けようとする各年度の初

日の属する年の1月31日までに、次に掲げ

る事項を記載した申請書に規則で定める書

類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

(1) 適用を受けようとする対象償却資産

の所有者の住所、氏名又は名称及び法人

番号(法人番号を有しない者にあっては、

住所及び名称) 

(2) 適用を受けようとする対象償却資産

の所在、種類、名称、数量、取得価額及

び取得年月日 

(3) 前2号に掲げるもののほか、特に市長

が必要があると認める事項 

 

(市街化区域農地に対して課する昭和47年

度以降の各年度分の固定資産税の特例) 

(市街化区域農地に対して課する平成6年度

 以降の各年度分の固定資産税の特例) 

第12条の2 （略） 第12条の2 （略） 

(市たばこ税の税率の特例) (市たばこ税の税率の特例) 

第15条の3 たばこ事業法附則第2条の規定に

よる廃止前の製造たばこ定価法(昭和40年

法律第122号)第1条第1項に規定する紙巻た

ばこ3級品の当該廃止の時における品目と

同一である喫煙用の紙巻たばこ(以下この

条において「紙巻たばこ3級品」という。)

に係る市たばこ税の税率は、第90条の規定

にかかわらず、次の各号に掲げる期間の区

分に応じ、当該各号に定める税率とする。 

第15条の3 たばこ事業法附則第2条の規定に

よる廃止前の製造たばこ定価法(昭和40年

法律第122号)第1条第1項に規定する紙巻た

ばこ3級品の当該廃止の時における品目と

同一である喫煙用の紙巻たばこ(以下この

条において「紙巻たばこ3級品」という。)

に係る市たばこ税の税率は、第90条の規定

にかかわらず、次の各号に掲げる期間の区

分に応じ、当該各号に定める税率とする。 



 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 平成30年4月1日から平成31年3月31日

まで 1,000本につき4,000円 

(3) 平成30年4月1日から平成31年9月30日

まで 1,000本につき4,000円 

2 （略） 2 （略） 

3 平成28年4月1日前に法第465条第1項に規

定する売渡し又は同条第2項に規定する売

渡し若しくは消費等(法第469条第1項第1号

及び第2号に規定する売渡しを除く。以下

この条において同じ。)が行われた紙巻た

ばこ3級品を同日に販売のため所持する卸

売販売業者等(第87条第1項   に規定する

卸売販売業者等をいう。以下この条におい

て同じ。)又は小売販売業者がある場合に

おいて、これらの者が所得税法等の一部を

改正する法律(平成27年法律第9号。以下こ

の条において「所得税法等改正法」とい

う。)附則第52条第1項の規定により製造た

ばこの製造者として当該紙巻たばこ3級品

を同日にこれらの者の製造たばこの製造場

から移出したものとみなして同項の規定に

よりたばこ税を課されることとなるとき

は、これらの者が卸売販売業者等として当

該紙巻たばこ3級品(これらの者が卸売販売

業者等である場合には市の区域内に所在す

る貯蔵場所、これらの者が小売販売業者で

ある場合には市の区域内に所在する当該紙

巻たばこ3級品を直接管理する営業所にお

いて所持されるものに限る。)を同日に小

売販売業者に売り渡したものとみなして、

市たばこ税を課する。この場合における市

たばこ税の課税標準は、当該売り渡したも

のとみなされる紙巻たばこ3級品の本数と

し、当該市たばこ税の税率は、1,000本に

つき430円とする。 

3 平成28年4月1日前に法第465条第1項に規

定する売渡し又は同条第2項に規定する売

渡し若しくは消費等(法第469条第1項第1号

及び第2号に規定する売渡しを除く。以下

この条において同じ。)が行われた紙巻た

ばこ3級品を同日に販売のため所持する卸

売販売業者等(第87条の2第1項に規定する

卸売販売業者等をいう。以下この条におい

て同じ。)又は小売販売業者がある場合に

おいて、これらの者が所得税法等の一部を

改正する法律(平成27年法律第9号。以下こ

の条において「所得税法等改正法」とい

う。)附則第52条第1項の規定により製造た

ばこの製造者として当該紙巻たばこ3級品

を同日にこれらの者の製造たばこの製造場

から移出したものとみなして同項の規定に

よりたばこ税を課されることとなるとき

は、これらの者が卸売販売業者等として当

該紙巻たばこ3級品(これらの者が卸売販売

業者等である場合には市の区域内に所在す

る貯蔵場所、これらの者が小売販売業者で

ある場合には市の区域内に所在する当該紙

巻たばこ3級品を直接管理する営業所にお

いて所持されるものに限る。)を同日に小

売販売業者に売り渡したものとみなして、

市たばこ税を課する。この場合における市

たばこ税の課税標準は、当該売り渡したも

のとみなされる紙巻たばこ3級品の本数と

し、当該市たばこ税の税率は、1,000本に

つき430円とする。 

4 （略） 4 （略） 

5 前項に規定による申告書を提出した者

は、平成28年9月30日までに、その申告に

係る税金を施行規則第34号の2の5様式によ

る納付書により納付しなければならない。 

5 前項の規定による申告書を提出した者

は、平成28年9月30日までに、その申告に

係る税金を施行規則第34号の2の5様式によ

る納付書により納付しなければならない。 

6～11 （略） 6～11 （略） 

12 平成31年4月1日 前に法第465条第1項に

規定する売渡し又は同条第2項に規定する

売渡し若しくは消費等が行われた紙巻たば

こ3級品を同日に販売のため所持する卸売

販売業者等又は小売販売業者がある場合に

おいて、これらの者が所得税法等改正法附

12 平成31年10月1日前に法第465条第1項に

規定する売渡し又は同条第2項に規定する

売渡し若しくは消費等が行われた紙巻たば

こ3級品を同日に販売のため所持する卸売

販売業者等又は小売販売業者がある場合に

おいて、これらの者が所得税法等改正法附



 

則第52条第12項の規定により製造たばこの

製造者として当該紙巻たばこ3級品を同日

にこれらの者の製造たばこの製造場から移

出したものとみなして同項の規定によりた

ばこ税を課されることとなるときは、これ

らの者が卸売販売業者等として当該紙巻た

ばこ3級品(これらの者が卸売販売業者等で

ある場合には市の区域内に所在する貯蔵場

所、これらの者が小売販売業者である場合

には市の区域内に所在する当該紙巻たばこ

3級品を直接管理する営業所において所持

されるものに限る。)を同日に小売販売業

者に売り渡したものとみなして、市たばこ

税を課する。この場合における市たばこ税

の課税標準は、当該売り渡したものとみな

される紙巻たばこ3級品の本数とし、当該

市たばこ税の税率は、1,000本につき1,262

円とする。 

則第52条第12項の規定により製造たばこの

製造者として当該紙巻たばこ3級品を同日

にこれらの者の製造たばこの製造場から移

出したものとみなして同項の規定によりた

ばこ税を課されることとなるときは、これ

らの者が卸売販売業者等として当該紙巻た

ばこ3級品(これらの者が卸売販売業者等で

ある場合には市の区域内に所在する貯蔵場

所、これらの者が小売販売業者である場合

には市の区域内に所在する当該紙巻たばこ

3級品を直接管理する営業所において所持

されるものに限る。)を同日に小売販売業

者に売り渡したものとみなして、市たばこ

税を課する。この場合における市たばこ税

の課税標準は、当該売り渡したものとみな

される紙巻たばこ3級品の本数とし、当該

市たばこ税の税率は、1,000本につき1,692

円とする。 

13 第4項から第7項までの規定は、前項の規

定により市たばこ税を課する場合について

準用する。この場合において、次の表の左

欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読

み替えるものとする。 

13 第4項から第7項までの規定は、前項の規

定により市たばこ税を課する場合について

準用する。この場合において、次の表の左

欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読

み替えるものとする。 

【別記2 参照】 【別記2 参照】 

 (手持品課税に係る市たばこ税) 

 第15条の3の2 平成30年10月1日前に法第465

条第1項に規定する売渡し又は同条第2項に

規定する売渡し若しくは消費等(法第469条

第1項第1号及び第2号に規定する売渡しを

除く。)が行われた製造たばこ(前条第1項

に規定する紙巻たばこ3級品を除く。以下

この項及び第5項において「製造たばこ」

という。)を同日に販売のため所持する卸

売販売業者等(第87条の2第1項に規定する

卸売販売業者等をいう。以下同じ。)又は

小売販売業者がある場合において、これら

の者が所得税法等の一部を改正する法律

(平成30年法律第7号)附則第51条第1項の規

定により製造たばこの製造者として当該製

造たばこを同日にこれらの者の製造たばこ

の製造場から移出したものとみなして同項

の規定によりたばこ税を課されることとな

るときは、これらの者が卸売販売業者等と

して当該製造たばこ(これらの者が卸売販

売業者等である場合には市の区域内に所在

する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者



 

である場合には市の区域内に所在する当該

製造たばこを直接管理する営業所において

所持されるものに限る。)を同日に小売販

売業者に売り渡したものとみなして、市た

ばこ税を課する。この場合における市たば

こ税の課税標準は、当該売り渡したものと

みなされる製造たばこの本数とし、当該市

たばこ税の税率は、1,000本につき430円と

する。 

 2 前項に規定する者は、同項に規定する貯

蔵場所又は小売販売業者の営業所ごとに、

地方税法施行規則の一部を改正する省令

(平成30年総務省令第24号)別記第2号様式

による申告書を平成30年10月31日までに市

長に提出しなければならない。 

 3 前項の規定による申告書を提出した者

は、平成31年4月1日までに、その申告に係

る税金を施行規則第34号の2の5様式による

納付書によって納付しなければならない。 

 4 第1項の規定により市たばこ税を課する場

合には、前3項に規定するもののほか、第

20条、第93条第4項及び第5項、第95条の2

並びに第96条の規定を適用する。この場合

において、次の表の左欄に掲げる規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

 表 （略） 

 5 第94条の規定は、販売契約の解除その他

やむを得ない理由により、市の区域内に営

業所の所在する小売販売業者に売り渡した

製造たばこのうち、第1項の規定により市

たばこ税を課された、又は課されるべきも

のの返還を受けた卸売販売業者等について

準用する。この場合において、当該卸売販

売業者等は、施行規則第16条の2の5又は第

16条の4の規定により、これらの規定に規

定する申告書に添付すべき施行規則第16号

の5様式による書類中「返還の理由及びそ

の他参考となるべき事項」欄に、当該控除

又は還付を受けようとする製造たばこにつ

いて第1項の規定により市たばこ税が課さ

れた、又は課されるべきであった旨を証す

るに足りる書類に基づいて、当該返還に係

る製造たばこの品目ごとの本数を記載した

上で同様式による書類をこれらの申告書に

添付しなければならない。 

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲 (優良住宅地の造成等のために土地等を譲



 

渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税の

課税の特例) 

渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税の

課税の特例) 

第16条の2 （略） 第16条の2 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 第1項(前項において準用する場合を含

む。)の場合において、所得割の納税義務

者が、その有する土地等につき、租税特別

措置法第33条から第33条の4まで、第34条

から第35条の2まで、第36条の2、第36条の

5、第37条、第37条の4から第37条の7ま

で、第37条の9の4又は第37条の9の5の規定

の適用を受けるときは、当該土地等の譲渡

は、第1項に規定する優良住宅地等のため

の譲渡又は前項に規定する確定優良住宅地

等予定地のための譲渡に該当しないものと

みなす。 

3 第1項(前項において準用する場合を含

む。)の場合において、所得割の納税義務

者が、その有する土地等につき、租税特別

措置法第33条から第33条の4まで、第34条

から第35条の2まで、第36条の2、第36条の

5、第37条、第37条の4から第37条の6ま

で、第37条の8又は第37条の9      の規定

の適用を受けるときは、当該土地等の譲渡

は、第1項に規定する優良住宅地等のため

の譲渡又は前項に規定する確定優良住宅地

等予定地のための譲渡に該当しないものと

みなす。 

 



 

【別記1】 

（現行） 

区分 重量 

1 喫煙用の製造たばこ   

ア パイプたばこ 1グラム 

イ 葉巻たばこ 1グラム 

ウ 刻みたばこ 2グラム 

2 かみ用の製造たばこ 2グラム 

3 かぎ用の製造たばこ 2グラム 

 

（改正案） 

区分 重量 

1 喫煙用の製造たばこ   

ア 葉巻たばこ  1グラム 

イ パイプたばこ 1グラム 

ウ 刻みたばこ 2グラム 

2 かみ用の製造たばこ 2グラム 

3 かぎ用の製造たばこ 2グラム 

 

【別記2】 

（現行） 

第4項 前項 第12項 

附則第20条第4項 附則第20条第14項において準

用する同条第4項 

平成28年5月2日 平成31年4月30日 

第5項 平成28年9月30日 平成31年9月30日 

 

（改正案） 

第4項 前項 第12項 

附則第20条第4項 附則第20条第14項において準

用する同条第4項 

平成28年5月2日 平成31年10月31日 

第5項 平成28年9月30日 平成32年3月31日 



 

宝塚市市税条例(昭和29年条例第32号)新旧対照表（第２条による改正関係） 

※この新旧対照表については、第1条の規定による改正後の宝塚市市税条例の規定を現行とし

て作成しています。 

現行 改正案 

(たばこ税の課税標準) (たばこ税の課税標準) 

第89条 （略） 第89条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 加熱式たばこに係る第1項の製造たばこの

本数は、第1号に掲げる方法により換算した

紙巻たばこの本数に0.8を乗じて計算した紙

巻たばこの本数、第2号に掲げる方法により

換算した紙巻たばこの本数に0.2を乗じて計

算した紙巻たばこの本数及び第3号に掲げる

方法により換算した紙巻たばこの本数に0.2

を乗じて計算した紙巻たばこの本数の合計

数によるものとする。 

  (1)～(3) （略） 

4～10 （略） 

3 加熱式たばこに係る第1項の製造たばこの

本数は、第1号に掲げる方法により換算した

紙巻たばこの本数に0.6を乗じて計算した紙

巻たばこの本数、第2号に掲げる方法により

換算した紙巻たばこの本数に0.4を乗じて計

算した紙巻たばこの本数及び第3号に掲げる

方法により換算した紙巻たばこの本数に0.4

を乗じて計算した紙巻たばこの本数の合計

数によるものとする。 

 (1)～(3) （略） 

4～10 （略） 

附 則 附 則 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合) 

第9条の2 （略） 第9条の2 （略） 

2～23 （略） 2～23 （略） 

24 法附則第15条第44項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の1とする。 

24 法附則第15条第43項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の1とする。 

25 法附則第15条第45項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の2とする。 

25 法附則第15条第44項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の2とする。 

26 法附則第15条第47項に規定する市町村の

条例で定める割合は、0とする。 

26 法附則第15条第46項に規定する市町村の

条例で定める割合は、0とする。 

 



 

宝塚市市税条例(昭和29年条例第32号)新旧対照表（第３条による改正関係） 

※この新旧対照表については、第1条及び第2条の規定による改正後の宝塚市市税条例の規定を

現行として作成しています。 

現行 改正案 

(たばこ税の課税標準) (たばこ税の課税標準) 

第89条 （略） 第89条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 加熱式たばこに係る第1項の製造たばこの

本数は、第1号に掲げる方法により換算した

紙巻たばこの本数に0.6を乗じて計算した紙

巻たばこの本数、第2号に掲げる方法により

換算した紙巻たばこの本数に0.4を乗じて計

算した紙巻たばこの本数及び第3号に掲げる

方法により換算した紙巻たばこの本数に0.4

を乗じて計算した紙巻たばこの本数の合計

数によるものとする。 

  (1)・(2)  （略） 

(3) 次に掲げる加熱式たばこの区分に応

じ、それぞれ次に定める金額の紙巻たば

この1本の金額に相当する金額(所得税法

等の一部を改正する法律(平成30年法律第

7号)附則第48条第1項第1号に定めるたば

こ税の税率、一般会計における債務の承

継等に伴い必要な財源の確保に係る特別

措置に関する法律(平成10年法律第137号)

第8条第1項に規定するたばこ特別税の税

率、法第74条の5に規定するたばこ税の税

率及び法第468条に規定するたばこ税の税

率をそれぞれ1,000で除して得た金額の合

計額を100分の60で除して計算した金額を

いう。第8項において同じ。)をもって紙

巻たばこの0.5本に換算する方法 

  ア～イ （略） 

3 加熱式たばこに係る第1項の製造たばこの

本数は、第1号に掲げる方法により換算した

紙巻たばこの本数に0.4を乗じて計算した紙

巻たばこの本数、第2号に掲げる方法により

換算した紙巻たばこの本数に0.6を乗じて計

算した紙巻たばこの本数及び第3号に掲げる

方法により換算した紙巻たばこの本数に0.6

を乗じて計算した紙巻たばこの本数の合計

数によるものとする。 

 (1)・(2)  （略） 

(3) 次に掲げる加熱式たばこの区分に応

じ、それぞれ次に定める金額の紙巻たば

この1本の金額に相当する金額(所得税法

等の一部を改正する法律(平成30年法律第

7号)附則第48条第1項第2号に定めるたば

こ税の税率、一般会計における債務の承

継等に伴い必要な財源の確保に係る特別

措置に関する法律(平成10年法律第137号)

第8条第1項に規定するたばこ特別税の税

率、法第74条の5に規定するたばこ税の税

率及び法第468条に規定するたばこ税の税

率をそれぞれ1,000で除して得た金額の合

計額を100分の60で除して計算した金額を

いう。第8項において同じ。)をもって紙

巻たばこの0.5本に換算する方法 

  ア～イ （略） 

4～10 （略） 4～10 （略） 

(たばこ税の税率) (たばこ税の税率) 

第90条 たばこ税の税率は、1,000本につき

5,692円とする。 

第90条 たばこ税の税率は、1,000本につき

6,122円とする。 

附 則 附 則 

(手持品課税に係る市たばこ税) (手持品課税に係る市たばこ税) 

第15条の3の2 平成30年10月1日前に法第465

条第1項に規定する売渡し又は同条第2項に

規定する売渡し若しくは消費等(法第469条

第1項第1号及び第2号に規定する売渡しを

除く。)が行われた製造たばこ(前条第1項

に規定する紙巻たばこ3級品を除く。以下

第15条の3の2 平成32年10月1日前に法第465

条第1項に規定する売渡し又は同条第2項に

規定する売渡し若しくは消費等(法第469条

第1項第1号及び第2号に規定する売渡しを

除く。)が行われた製造たばこ(前条第1項

に規定する紙巻たばこ3級品を除く。以下



 

この項及び第5項において「製造たばこ」

という。)を同日に販売のため所持する卸

売販売業者等(第87条の2第1項に規定する

卸売販売業者等をいう。以下同じ。)又は

小売販売業者がある場合において、これら

の者が所得税法等の一部を改正する法律

(平成30年法律第7号)附則第51条第1項の規

定により製造たばこの製造者として当該製

造たばこを同日にこれらの者の製造たばこ

の製造場から移出したものとみなして同項

の規定によりたばこ税を課されることとな

るときは、これらの者が卸売販売業者等と

して当該製造たばこ(これらの者が卸売販

売業者等である場合には市の区域内に所在

する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者

である場合には市の区域内に所在する当該

製造たばこを直接管理する営業所において

所持されるものに限る。)を同日に小売販

売業者に売り渡したものとみなして、市た

ばこ税を課する。この場合における市たば

こ税の課税標準は、当該売り渡したものと

みなされる製造たばこの本数とし、当該市

たばこ税の税率は、1,000本につき430円と

する。 

この項及び第5項において「製造たばこ」

という。)を同日に販売のため所持する卸

売販売業者等(第87条の2第1項に規定する

卸売販売業者等をいう。以下同じ。)又は

小売販売業者がある場合において、これら

の者が所得税法等の一部を改正する法律

(平成30年法律第7号)附則第51条第9項の規

定により製造たばこの製造者として当該製

造たばこを同日にこれらの者の製造たばこ

の製造場から移出したものとみなして同項

の規定によりたばこ税を課されることとな

るときは、これらの者が卸売販売業者等と

して当該製造たばこ(これらの者が卸売販

売業者等である場合には市の区域内に所在

する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者

である場合には市の区域内に所在する当該

製造たばこを直接管理する営業所において

所持されるものに限る。)を同日に小売販

売業者に売り渡したものとみなして、市た

ばこ税を課する。この場合における市たば

こ税の課税標準は、当該売り渡したものと

みなされる製造たばこの本数とし、当該市

たばこ税の税率は、1,000本につき430円と

する。 

2 前項に規定する者は、同項に規定する貯

蔵場所又は小売販売業者の営業所ごとに、

地方税法施行規則の一部を改正する省令

(平成30年総務省令第30号)別記第2号様式

による申告書を平成30年10月31日までに市

長に提出しなければならない。 

2 前項に規定する者は、同項に規定する貯

蔵場所又は小売販売業者の営業所ごとに、

地方税法施行規則の一部を改正する省令

(平成30年総務省令第30号)別記第2号様式

による申告書を平成32年11月2日 までに市

長に提出しなければならない。 

3 前項の規定による申告書を提出した者

は、平成31年4月1日 までに、その申告に

係る税金を施行規則第34号の2の5様式によ

る納付書によって納付しなければならな

い。 

3 前項の規定による申告書を提出した者

は、平成33年3月31日までに、その申告に

係る税金を施行規則第34号の2の5様式によ

る納付書によって納付しなければならな

い。 

4･5 （略） 4･5 （略） 

 

 



 

宝塚市市税条例(昭和29年条例第32号)新旧対照表（第４条による改正関係） 

※この新旧対照表については、第1条から第3条までの規定による改正後の宝塚市市税条例の規

定を現行として作成しています。 

現行 改正案 

(たばこ税の課税標準) (たばこ税の課税標準) 

第89条 （略） 第89条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 加熱式たばこに係る第1項の製造たばこの

本数は、第1号に掲げる方法により換算した

紙巻たばこの本数に0.4を乗じて計算した紙

巻たばこの本数、第2号に掲げる方法により

換算した紙巻たばこの本数に0.6を乗じて計

算した紙巻たばこの本数及び第3号に掲げる

方法により換算した紙巻たばこの本数に0.6

を乗じて計算した紙巻たばこの本数の合計

数によるものとする。 

  (1)・(2)  （略） 

(3) 次に掲げる加熱式たばこの区分に応

じ、それぞれ次に定める金額の紙巻たば

この1本の金額に相当する金額(所得税法

等の一部を改正する法律(平成30年法律第

7号)附則第48条第1項第2号に定めるたば

こ税の税率、一般会計における債務の承

継等に伴い必要な財源の確保に係る特別

措置に関する法律(平成10年法律第137号)

第8条第1項に規定するたばこ特別税の税

率、法第74条の5に規定するたばこ税の税

率及び法第468条に規定するたばこ税の税

率をそれぞれ1,000で除して得た金額の合

計額を100分の60で除して計算した金額を

いう。第8項において同じ。)をもって紙

巻たばこの0.5本に換算する方法 

  ア （略） 

  イ アに掲げるもの以外の加熱式たばこ 

    たばこ税法(昭和59年法律第72号)第

10条第3項第2号ロ及び第4項の規定の例

により算定した金額 

3 加熱式たばこに係る第1項の製造たばこの

本数は、第1号に掲げる方法により換算した

紙巻たばこの本数に0.2を乗じて計算した紙

巻たばこの本数、第2号に掲げる方法により

換算した紙巻たばこの本数に0.8を乗じて計

算した紙巻たばこの本数及び第3号に掲げる

方法により換算した紙巻たばこの本数に0.8

を乗じて計算した紙巻たばこの本数の合計

数によるものとする。 

 (1)・(2)  （略） 

(3) 次に掲げる加熱式たばこの区分に応

じ、それぞれ次に定める金額の紙巻たば

この1本の金額に相当する金額(たばこ税

法（昭和59年法律第72号）第11条第1項に

規定する            たば

こ税の税率、一般会計における債務の承

継等に伴い必要な財源の確保に係る特別

措置に関する法律(平成10年法律第137号)

第8条第1項に規定するたばこ特別税の税

率、法第74条の5に規定するたばこ税の税

率及び法第468条に規定するたばこ税の税

率をそれぞれ1,000で除して得た金額の合

計額を100分の60で除して計算した金額を

いう。第8項において同じ。)をもって紙

巻たばこの0.5本に換算する方法 

  ア （略） 

  イ アに掲げるもの以外の加熱式たばこ 

たばこ税法          第

10条第3項第2号ロ及び第4項の規定の例

により算定した金額 

4～10 （略） 4～10 （略） 

(たばこ税の税率) (たばこ税の税率) 

第90条 たばこ税の税率は、1,000本につき

6,122円とする。 

第90条 たばこ税の税率は、1,000本につき

6,552円とする。 

附 則 附 則 

(手持品課税に係る市たばこ税) (手持品課税に係る市たばこ税) 

第15条の3の2 平成32年10月1日前に法第465

条第1項に規定する売渡し又は同条第2項に

第15条の3の2 平成33年10月1日前に法第465

条第1項に規定する売渡し又は同条第2項に



 

規定する売渡し若しくは消費等(法第469条

第1項第1号及び第2号に規定する売渡しを

除く。)が行われた製造たばこ(前条第1項

に規定する紙巻たばこ3級品を除く。以下

この項及び第5項において「製造たばこ」

という。)を同日に販売のため所持する卸

売販売業者等(第87条の2第1項に規定する

卸売販売業者等をいう。以下同じ。)又は

小売販売業者がある場合において、これら

の者が所得税法等の一部を改正する法律附

則第51条第9項の規定により製造たばこの

製造者として当該製造たばこを同日にこれ

らの者の製造たばこの製造場から移出した

ものとみなして同項の規定によりたばこ税

を課されることとなるときは、これらの者

が卸売販売業者等として当該製造たばこ

(これらの者が卸売販売業者等である場合

には市の区域内に所在する貯蔵場所、これ

らの者が小売販売業者である場合には市の

区域内に所在する当該製造たばこを直接管

理する営業所において所持されるものに限

る。)を同日に小売販売業者に売り渡した

ものとみなして、市たばこ税を課する。こ

の場合における市たばこ税の課税標準は、

当該売り渡したものとみなされる製造たば

この本数とし、当該市たばこ税の税率は、

1,000本につき430円とする。 

規定する売渡し若しくは消費等(法第469条

第1項第1号及び第2号に規定する売渡しを

除く。)が行われた製造たばこ(前条第1項

に規定する紙巻たばこ3級品を除く。以下

この項及び第5項において「製造たばこ」

という。)を同日に販売のため所持する卸

売販売業者等(第87条の2第1項に規定する

卸売販売業者等をいう。以下同じ。)又は

小売販売業者がある場合において、これら

の者が所得税法等の一部を改正する法律附

則第51条第11項の規定により製造たばこの

製造者として当該製造たばこを同日にこれ

らの者の製造たばこの製造場から移出した

ものとみなして同項の規定によりたばこ税

を課されることとなるときは、これらの者

が卸売販売業者等として当該製造たばこ

(これらの者が卸売販売業者等である場合

には市の区域内に所在する貯蔵場所、これ

らの者が小売販売業者である場合には市の

区域内に所在する当該製造たばこを直接管

理する営業所において所持されるものに限

る。)を同日に小売販売業者に売り渡した

ものとみなして、市たばこ税を課する。こ

の場合における市たばこ税の課税標準は、

当該売り渡したものとみなされる製造たば

この本数とし、当該市たばこ税の税率は、

1,000本につき430円とする。 

2 前項に規定する者は、同項に規定する貯

蔵場所又は小売販売業者の営業所ごとに、

地方税法施行規則の一部を改正する省令

（平成30年総務省令第24号）別記第2号様

式による申告書を平成32年11月2日までに

市長に提出しなければならない。 

2 前項に規定する者は、同項に規定する貯

蔵場所又は小売販売業者の営業所ごとに、

地方税法施行規則の一部を改正する省令

（平成30年総務省令第24号）別記第2号様

式による申告書を平成33年11月1日までに

市長に提出しなければならない。 

3 前項の規定による申告書を提出した者

は、平成33年3月31日までに、その申告に

係る税金を施行規則第34号の2の5様式によ

る納付書によって納付しなければならな

い。 

3 前項の規定による申告書を提出した者

は、平成34年3月31日までに、その申告に

係る税金を施行規則第34号の2の5様式によ

る納付書によって納付しなければならな

い。 

4･5 （略） 4･5 （略） 

 

 



 

宝塚市市税条例(昭和29年条例第32号)新旧対照表（第５条による改正関係） 

※この新旧対照表については、第1条から第4条までの規定による改正後の宝塚市市税条例の規

定を現行として作成しています。 

現行 改正案 

(製造たばことみなす場合) (製造たばことみなす場合) 

第88条の2 加熱式たばこの喫煙用具であっ

て加熱により蒸気となるグリセリンその他

の物品又はこれらの混合物を充塡したもの

(たばこ事業法第3条第1項に規定する会社

(以下この条において「会社」という。)、

加熱式たばこの喫煙用具であって加熱によ

り蒸気となるグリセリンその他の物品又は

これらの混合物を充塡したものを製造した

特定販売業者、加熱式たばこの喫煙用具で

あって加熱により蒸気となるグリセリンそ

の他の物品又はこれらの混合物を充塡した

ものを会社又は特定販売業者から委託を受

けて製造した者その他これらに準ずる者と

して施行規則第8条の2の2で定める者によ

り売渡し、消費等又は引渡しがされたもの

及び輸入されたものに限る。以下この条及

び次条第3項第1号において「特定加熱式た

ばこ喫煙用具」という。)は、製造たばこ

とみなして、この節の規定を適用する。こ

の場合において、特定加熱式たばこ喫煙用

具に係る製造たばこの区分は、加熱式たば

ことする。 

第88条の2 加熱式たばこの喫煙用具であっ

て加熱により蒸気となるグリセリンその他

の物品又はこれらの混合物を充塡したもの

(たばこ事業法第3条第1項に規定する会社

(以下この条において「会社」という。)、

加熱式たばこの喫煙用具であって加熱によ

り蒸気となるグリセリンその他の物品又は

これらの混合物を充塡したものを製造した

特定販売業者、加熱式たばこの喫煙用具で

あって加熱により蒸気となるグリセリンそ

の他の物品又はこれらの混合物を充塡した

ものを会社又は特定販売業者から委託を受

けて製造した者その他これらに準ずる者と

して施行規則第8条の2の2で定める者によ

り売渡し、消費等又は引渡しがされたもの

及び輸入されたものに限る。以下この条及

び次条第3項第1号において「特定加熱式た

ばこ喫煙用具」という。)は、製造たばこ

とみなして、この節の規定を適用する。こ

の場合において、特定加熱式たばこ喫煙用

具に係る製造たばこの区分は、加熱式たば

ことする。 

(たばこ税の課税標準) (たばこ税の課税標準) 

第89条 （略） 第89条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 加熱式たばこに係る第1項の製造たばこの

本数は、第1号に掲げる方法により換算し

た紙巻たばこの本数に0.2を乗じて計算し

た紙巻たばこの本数、第2号に掲げる方法

により換算した紙巻たばこの本数に0.8を

乗じて計算した紙巻たばこの本数及び第3

号に掲げる方法により換算した紙巻たばこ

の本数に0.8を乗じて計算した紙巻たばこ

の本数の合計数によるものとする。 

(1) 加熱式たばこ(特定加熱式たばこ喫煙

用具を除く。)の重量の1グラムをもって

紙巻たばこの1本に換算する方法 

(2) （略） 

(3) （略） 

3  加熱式たばこに係る第1項の製造たばこの

本数は、次  に掲げる方法により換算し

た                  

                   

                   

                   

                   

              紙巻たばこ

の本数の合計数によるものとする。 

  

 

 

(1) （略） 

(2) （略） 

4 第2項の表の左欄に掲げる製造たばこの重 4 第2項の表の左欄に掲げる製造たばこの重



 

量を紙巻たばこの本数に換算する場合又は

前項第1号に掲げる方法により同号に規定す

る加熱式たばこの重量を紙巻たばこの本数

に換算する場合における計算は、売渡し   

等に係る製造たばこの品目ごとの1個当たり

の重量に当該製造たばこの品目ごとの数量

を乗じて得た重量を第87条に掲げる製造た

ばこの区分ごとに合計し、その合計重量を

紙巻たばこの本数に換算する方法により行

うものとする。 

量を紙巻たばこの本数に換算する場合   

                    

                    

        における計算は、売渡し   

等に係る製造たばこの品目ごとの1個当たり

の重量に当該製造たばこの品目ごとの数量

を乗じて得た重量を第87条に掲げる製造た

ばこの区分ごとに合計し、その合計重量を

紙巻たばこの本数に換算する方法により行

うものとする。 

5 第3項第2号に掲げる方法により加熱式た

ばこの重量を紙巻たばこの本数に換算する

場合における計算は、売渡し等に係る加熱

式たばこの品目ごとの1個当たりの重量(同

号に規定する加熱式たばこの重量をい

う。)に当該加熱式たばこの品目ごとの数

量を乗じて得た重量を合計し、その合計重

量を紙巻たばこの本数に換算する方法によ

り行うものとする。 

5 第3項第1号に掲げる方法により加熱式た

ばこの重量を紙巻たばこの本数に換算する

場合における計算は、売渡し等に係る加熱

式たばこの品目ごとの1個当たりの重量(同

号に規定する加熱式たばこの重量をい

う。)に当該加熱式たばこの品目ごとの数

量を乗じて得た重量を合計し、その合計重

量を紙巻たばこの本数に換算する方法によ

り行うものとする。 

6 （略） 6 （略）  

7 第3項第3号に掲げる方法により加熱式たば

こに係る同号ア又はイに定める金額を紙巻

たばこの本数に換算する場合における計算

は、売渡し等に係る加熱式たばこの品目ご

との1個当たりの同号ア又はイに定める金額

に当該加熱式たばこの品目ごとの数量を乗

じて得た金額を合計し、その合計額を紙巻

たばこの本数に換算する方法により行うも

のとする。 

7 第3項第2号に掲げる方法により加熱式たば

こに係る同号ア又はイに定める金額を紙巻

たばこの本数に換算する場合における計算

は、売渡し等に係る加熱式たばこの品目ご

との1個当たりの同号ア又はイに定める金額

に当該加熱式たばこの品目ごとの数量を乗

じて得た金額を合計し、その合計額を紙巻

たばこの本数に換算する方法により行うも

のとする。 

8 前項の計算に関し、加熱式たばこの品目

ごとの1個当たりの第3項第3号アに定める

金額又は紙巻たばこの1本の金額に相当す

る金額に1銭未満の端数がある場合には、

その端数を切り捨てるものとする。 

8 前項の計算に関し、加熱式たばこの品目

ごとの1個当たりの第3項第2号アに定める

金額又は紙巻たばこの1本の金額に相当す

る金額に1銭未満の端数がある場合には、

その端数を切り捨てるものとする。 

9 第3項各号に掲げる方法により換算した紙

巻たばこの本数に同項に規定する数を乗じ

て計算した紙巻たばこの本数に1本未満の

端数がある場合には、その端数を切り捨て

るものとする。 

 

10 （略） 9  （略） 

 



 

宝塚市都市計画税条例(昭和33年条例第1号)新旧対照表（第６条による改正関係） 

現行 改正案 

附 則 附 則 

(法附則第15条第44項の条例で定める割合) (法附則第15条第43項の条例で定める割合) 

4 法附則第15条第44項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の1とする。 

4 法附則第15条第43項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の1とする。 

(法附則第15条第45項の条例で定める割合) (法附則第15条第44項の条例で定める割合) 

5 法附則第15条第45項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の2とする。 

5 法附則第15条第44項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の2とする。 

18 法附則第15条第1項、第13項、第17項、

第18項、第20項から第24項まで、第26項、

第27項、第31項、第35項、第39項、第42

項、第44項、第45項若しくは第48項、第15

条の2第2項又は第15条の3の規定の適用が

ある各年度分の都市計画税に限り、第2条

第2項中「又は第34項」とあるのは、「若

しくは第34項又は法附則第15条から第15条

の3まで」とする。 

18 法附則第15条第1項、第13項、第17項、

第18項、第20項から第24項まで、第26項、

第27項、第31項、第35項、第39項、第42

項、第43項、第44項若しくは第47項、第15

条の2第2項又は第15条の3の規定の適用が

ある各年度分の都市計画税に限り、第2条

第2項中「又は第34項」とあるのは、「若

しくは第34項又は法附則第15条から第15条

の3まで」とする。 

19 （略） 19 （略） 

 



議案第６２号 

宝塚市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例の制定について 

 宝塚市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例を次のとおり制定するものとする。 

  平成３０年（２０１８年）５月２２日提出 

                        宝塚市長 中 川 智 子   

 

宝塚市条例第  号 
宝塚市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

宝塚市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第３項第４号を次のように改める。 

(４) 教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第４条に規定する免許状を有する  

者  

第１０条第３項に次の１号を加える。 

(10) ５年以上放課後児童健全育成事業に従事した者であって、市長が適当と認めたも

の  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



議案第６２号 

宝塚市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例の制定について 

宝塚市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成26年条例第31号)

新旧対照表 

現行 改正案 

(職員等) (職員等) 

第10条 （略） 第10条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 放課後児童支援員は、次の各号のいずれか

に該当する者であって、都道府県知事が行

う研修を修了したものでなければならな

い。 

3 放課後児童支援員は、次の各号のいずれか

に該当する者であって、都道府県知事が行

う研修を修了したものでなければならな

い。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 学校教育法の規定により、幼稚園、小

学校、中学校、高等学校又は中等教育学校

の教諭となる資格を有する者 

(4) 教育職員免許法(昭和24年法律第147

号)第4条に規定する免許状を有する者 

(5)～(9) （略） (5)～(9) （略） 

 (10) 5年以上放課後児童健全育成事業に

従事した者であって、市長が適当と認めた

もの 

4・5 （略） 4・5 （略） 

 



 

議案第６３号 

宝塚市立幼稚園保育料等徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

宝塚市立幼稚園保育料等徴収条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとす

る。 

平成３０年（２０１８年）５月２２日提出 

宝塚市長 中 川 智 子   

 

宝塚市条例第  号 

宝塚市立幼稚園保育料等徴収条例の一部を改正する条例 

宝塚市立幼稚園保育料等徴収条例（平成２３年条例第３４号）の一部を次のように改正

する。 

 第２条第４号を次のように改める。 

(４) 市町村民税所得割課税額 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４条の

７、第３１４条の８及び第３１４条の９並びに同法附則第５条の４、第５条の４の

２及び第７条の２の規定による控除前の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得

割（同法第３２８条の規定によって課税する所得割を除く。）の額（次条に規定す

る階層区分の認定の対象月の属する年度の前年度（４月から８月までについての認

定にあっては、前々年度）の１月１日において、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２５２条の１９第１項の市（以下「指定都市」という。）の区域内に住

所を有した場合（指定都市の指定等により当該住所地が１月２日から４月１日まで

の間に指定都市以外の市町村の区域になったときを除く。）にあっては地方税法第

３１４条の３第１項の規定にかかわらず、指定都市以外の市町村の区域内に住所を

有した場合で、指定都市の指定等により当該住所地が１月２日から４月１日までの

間に指定都市の区域内となったときにあっては同法第７３７条の２第１項の規定に

かかわらず、それぞれ指定都市以外の市町村の区域内に住所を有した場合の例によ

り算定した額）をいう。 

附 則 
 この条例は、公布の日から施行する。 



議案第６３号 

宝塚市立幼稚園保育料等徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

宝塚市立幼稚園保育料等徴収条例(平成23年条例第34号)新旧対照表 

現行 改正案 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 市町村民税所得割課税額 地方税法

(昭和25年法律第226号)及び租税特別措置

法(昭和32年法律第26号)の規定によって

計算された市町村民税所得割課税額をい

う。ただし、市町村民税所得割課税額を

計算する場合には、地方税法第314条の

7、第314条の8及び第314条の9並びに同法

附則第5条の4、第5条の4の2及び第7条の2

の規定は、適用しない。 

(4) 市町村民税所得割課税額 地方税法

(昭和25年法律第226号)第314条の7、第

314条の8及び第314条の9並びに同法附則

第5条の4、第5条の4の2及び第7条の2の規

定による控除前の同法第292条第1項第2号

に掲げる所得割(同法第328条の規定によ

って課税する所得割を除く。)の額(次条

に規定する階層区分の認定の対象月の属

する年度の前年度(4月から8月までについ

ての認定にあっては、前々年度)の1月1日

において、地方自治法(昭和22年法律第67

号)第252条の19第1項の市(以下「指定都

市」という。)の区域内に住所を有した場

合(指定都市の指定等により当該住所地が

1月2日から4月1日までの間に指定都市以

外の市町村の区域になったときを除く。)

にあっては地方税法第314条の3第1項の規

定にかかわらず、指定都市以外の市町村

の区域内に住所を有した場合で、指定都

市の指定等により当該住所地が1月2日か

ら4月1日までの間に指定都市の区域内と

なったときにあっては同法第737条の2第1

項の規定にかかわらず、それぞれ指定都

市以外の市町村の区域内に住所を有した

場合の例により算定した額)をいう。 

 

 

 



 

議案第６４号 

宝塚市立西谷認定こども園条例の一部を改正する条例の制定について 

宝塚市立西谷認定こども園条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとする。 

平成３０年（２０１８年）５月２２日提出 

宝塚市長 中 川 智 子   

 

宝塚市条例第  号 

宝塚市立西谷認定こども園条例の一部を改正する条例 

宝塚市立西谷認定こども園条例（平成２０年条例第４３号）の一部を次のように改正す

る。 

第２条第４号を次のように改める。 

(４) 市町村民税所得割課税額 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４条の

７、第３１４条の８及び第３１４条の９並びに同法附則第５条の４、第５条の４の

２及び第７条の２の規定による控除前の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得

割（同法第３２８条の規定によって課税する所得割を除く。）の額（第９条に規定

する階層区分の認定の対象月の属する年度の前年度（４月から８月までについての

認定にあっては、前々年度）の１月１日において、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２５２条の１９第１項の市（以下「指定都市」という。）の区域内に住

所を有した場合（指定都市の指定等により当該住所地が１月２日から４月１日まで

の間に指定都市以外の市町村の区域になったときを除く。）にあっては地方税法第

３１４条の３第１項の規定にかかわらず、指定都市以外の市町村の区域内に住所を

有した場合で、指定都市の指定等により当該住所地が１月２日から４月１日までの

間に指定都市の区域内となったときにあっては同法第７３７条の２第１項の規定に

かかわらず、それぞれ指定都市以外の市町村の区域内に住所を有した場合の例によ

り算定した額）をいう。 

第６条中「、同様」を「同様」に改める。 

別表第１備考３中「から２人以上の乳児又は幼児が保育所、幼稚園、認定こども園、特

別支援学校幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設通所部に入所し、又は児童発達支援若

しくは医療型児童発達支援を利用している場合において、これらの乳児又は幼児のうち最

も年齢の高い乳児又は幼児以外の乳児又は幼児」を「に負担額算定基準子ども（子ども・



 

子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号）第１４条に規定する負担額算定基準子

どもをいう。以下同じ。）が２人以上いる場合において、当該負担額算定基準子どものう

ち最も年齢の高い負担額算定基準子ども以外の支援法第６条第１項に規定する小学校就学

前子ども」に、「対象乳幼児」を「対象児」に改める。 

別表第２備考４中「から２人以上の乳児又は幼児が保育所、幼稚園、認定こども園、特

別支援学校幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設通所部に入所し、又は児童発達支援若

しくは医療型児童発達支援を利用している」を「に負担額算定基準子どもが２人以上いる」

に、「対象乳幼児」を「対象児」に改める。 

附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第１及び別表第２の改正規定は、

平成３０年９月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ 改正後の別表第１及び別表第２の規定は、平成３０年９月１日以後の保育の実施に係る保

育料の算定について適用し、同日前の保育の実施に係る保育料の算定については、なお従前

の例による。 



議案第６４号 

宝塚市立西谷認定こども園条例の一部を改正する条例の制定について 

宝塚市立西谷認定こども園条例(平成20年条例第43号)新旧対照表 

現行 改正案 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 市町村民税所得割課税額 地方税法

(昭和25年法律第226号)及び租税特別措置

法(昭和32年法律第26号)の規定によって

計算された市町村民税所得割課税額をい

う。ただし、市町村民税所得割課税額を

計算する場合には、地方税法第314条の

7、第314条の8及び第314条の9並びに同法

附則第5条の4、第5条の4の2及び第7条の2

の規定は、適用しない。 

(4) 市町村民税所得割課税額 地方税法

(昭和25年法律第226号)第314条の7、第

314条の8及び第314条の9並びに同法附則

第5条の4、第5条の4の2及び第7条の2の規

定による控除前の同法第292条第1項第2号

に掲げる所得割(同法第328条の規定によ

って課税する所得割を除く。)の額(第9条

に規定する階層区分の認定の対象月の属

する年度の前年度(4月から8月までについ

ての認定にあっては、前々年度)の1月1日

において、地方自治法(昭和22年法律第67

号)第252条の19第1項の市(以下「指定都

市」という。)の区域内に住所を有した場

合(指定都市の指定等により当該住所地が

1月2日から4月1日までの間に指定都市以

外の市町村の区域になったときを除く。)

にあっては地方税法第314条の3第1項の規

定にかかわらず、指定都市以外の市町村

の区域内に住所を有した場合で、指定都

市の指定等により当該住所地が1月2日か

ら4月1日までの間に指定都市の区域内と

なったときにあっては同法第737条の2第1

項の規定にかかわらず、それぞれ指定都

市以外の市町村の区域内に住所を有した

場合の例により算定した額)をいう。 

(入園の許可等) (入園の許可等) 

第6条 こども園に入園しようとする保育認

定子どもの保護者は、市長に申請し、その

許可を受けなければならない。許可を受け

た事項を変更する場合についても、同様と

する。 

第6条 こども園に入園しようとする保育認

定子どもの保護者は、市長に申請し、その

許可を受けなければならない。許可を受け

た事項を変更する場合についても同様 と

する。 

別表第1(第10条関係) 別表第1(第10条関係)  

表 （略） 表 （略） 

備考1・2 （略） 備考1・2 （略） 

3 同一世帯から2人以上の乳児又は幼児

が保育所、幼稚園、認定こども園、特

3 同一世帯に負担額算定基準子ども(子

ども･子育て支援法施行令(平成26年政



別支援学校幼稚部若しくは情緒障害児

短期治療施設通所部に入所し、又は児

童発達支援若しくは医療型児童発達支

援を利用している場合において、これ

らの乳児又は幼児のうち最も年齢の高

い乳児又は幼児以外の乳児又は幼児 

(以下「対象乳幼児」という。)がこど

も園に入園しているときは、当該対象

乳幼児に係る保育料は、次の各号に掲

げる対象乳幼児の区分に応じ、当該各

号に定める額とする。この場合におい

て、保育料に100円未満の端数が生じる

ときは、これを切り上げた金額とす

る。 

令第213号)第14条に規定する負担額算

定基準子どもをいう。以下同じ。)が2

人以上いる場合において、当該負担額

算定基準子どものうち最も年齢の高い

負担額算定基準子ども以外の支援法第6

条第1項に規定する小学校就学前子ども

(以下「対象児  」という。)がこど

も園に入園しているときは、当該対象

児  に係る保育料は、次の各号に掲

げる対象児  の区分に応じ、当該各

号に定める額とする。この場合におい

て、保育料に100円未満の端数が生じる

ときは、これを切り上げた金額とす

る。 

(1) 最も年齢の高い対象乳幼児 階層

区分による保育料の2分の1に相当す

る額 

(2) 最も年齢の高い対象乳幼児以外の

対象乳幼児 階層区分による保育料

の10分の1に相当する額 

(1) 最も年齢の高い対象児   階層

区分による保育料の2分の1に相当す

る額 

(2) 最も年齢の高い対象児  以外の

対象児   階層区分による保育料

の10分の1に相当する額 

別表第2(第10条関係)  別表第2(第10条関係) 

表 （略） 表 （略） 

備考1～3 （略） 備考1～3 （略） 

4 同一世帯から2人以上の乳児又は幼児

が保育所、幼稚園、認定こども園、特

別支援学校幼稚部若しくは情緒障害児

短期治療施設通所部に入所し、又は児

童発達支援若しくは医療型児童発達支

援を利用している場合において、対象

乳幼児がこども園に入園しているとき

は、当該対象乳幼児に係る保育料は、

次の各号に掲げる対象乳幼児の区分に

応じ、当該各号に定める額とする。こ

の場合において、保育料に100円未満の

端数が生じるときは、これを切り上げ

た金額とする。 

4 同一世帯に負担額算定基準子どもが2

人以上いる            

                 

                 

                 

        場合において、対象

児  がこども園に入園しているとき

は、当該対象児  に係る保育料は、

次の各号に掲げる対象児  の区分に

応じ、当該各号に定める額とする。こ

の場合において、保育料に100円未満の

端数が生じるときは、これを切り上げ

た金額とする。 

(1) 最も年齢の高い対象乳幼児 階層

区分による保育料の2分の1に相当す

る額 

(2) 最も年齢の高い対象乳幼児以外の

対象乳幼児 階層区分による保育料

の10分の1に相当する額 

(1) 最も年齢の高い対象児   階層

区分による保育料の2分の1に相当す

る額 

(2) 最も年齢の高い対象児  以外の

対象児   階層区分による保育料

の10分の1に相当する額 

 

 



 

 

議案第６５号 
宝塚市立病院条例の一部を改正する条例の制定について 

 宝塚市立病院条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとする。 
  平成３０年（２０１８年）５月２２日提出 
                         宝塚市長  中 川 智 子  
宝塚市条例第  号 

宝塚市立病院条例の一部を改正する条例 
 宝塚市立病院条例（昭和５９年条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中 

「 

初診料加算 1回2,000円 

                                      」 

を 

「 

初診加算 5,000円（歯科に係る診療にあっては、

3,000円） 

再診加算 2,500円（歯科に係る診療にあっては、

1,500円） 

                                      」 

に改める。 

附 則 

 （施行期日） 
１ この条例は、平成３０年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表第１の規定は、平成３０年１０月１日以後に受ける診療に係る初診加算

及び再診加算について適用し、同日前に受けた診療に係る初診料加算については、なお

従前の例による。 



議案第６５号 

   宝塚市立病院条例の一部を改正する条例の制定について 

宝塚市立病院条例(昭和59年条例第19号)新旧対照表 

（現行） 

別表第1(第4条関係) 

種別 金額 備考 

初診料加算 1回2,000円 他の病院又は診療所からの文書による

紹介がある場合及び緊急その他やむを

得ない事情がある場合を除く。 

 

（改正案） 

別表第1(第4条関係) 

種別 金額 備考 

初診加算 5,000円(歯科に係る診療にあ

っては、3,000円) 

他の病院又は診療所からの文書による

紹介がある場合及び緊急その他やむを

得ない事情がある場合を除く。 再診加算 2,500円(歯科に係る診療にあ

っては、1,500円) 

 

 



議案第６６号 

宝塚市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

宝塚市都市公園条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとする。 

平成３０年（２０１８年）５月２２日提出 

宝塚市長 中 川 智 子    
宝塚市条例第  号 

宝塚市都市公園条例の一部を改正する条例 

第１条 宝塚市都市公園条例（昭和４４年条例第４０号）の一部を次のように改正する。 
  題名の次に次の目次を付する。 
 目次 
  第１章 総則（第１条・第２条） 
  第２章 公園及び公園施設の設置及び管理（第２条の２―第１４条） 

  第３章 監督（第１５条―第１７条） 

  第４章 雑則（第１８条―第２１条） 

  第５章 罰則（第２２条・第２３条） 

  附則 
 第１条の前に次の章名を付する。 

 第１章 総則 

 第２条の次に次の章名を付する。 

 第２章 公園及び公園施設の設置及び管理 

 第１４条の次に次の章名を付する。 

 第３章 監督 

 第１７条の次に次の章名を付する。 

 第４章 雑則 

 第２２条及び第２３条を削り、第２１条を第２３条とし、第２０条を第２２条とし、

第１９条の次に次の２条及び章名を加える。 

 （公園予定区域等についての準用） 

 第２０条 第４条から前条まで、第２２条及び第２３条の規定は、法第３３条第４項の

規定による公園予定区域又は予定公園施設について準用する。 



 （委任） 

 第２１条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。 

 第５章 罰則 

  別表第２中 

 「 

法第５条第

１項の規定

による公園

施設 

設置の

場合 

休憩所、売店その

他これらに類する

もの 

月額 １平方メートル ６５０円以上 

管理の

場合 

休憩所、売店その

他これらに類する

もの 

月額 １平方メートル １，３００円 

                                       」 

 を 

 「 

法第５条第

１項の規定

による公園

施設 

設置又

は管理

の場合 

休憩所、売店その

他これらに類する

もの 

月額 １平方メートル ６５０円以上

で立地条件、

営業形態等を

勘案して市長

が定める額 

                                       」 

に改め、同表第４条第１項各号に掲げる行為の部中「５１７円」を「４８円」に、

「３８３円」を「１６円」に改める。 

第２条 宝塚市都市公園条例の一部を次のように改正する。 
目次中「第１４条」を「第１５条」に、「第１５条―第１７条」を「第１６条―第

１８条」に、「第１８条―第２１条」を「第１９条―第２８条」に、「第２２条・第

２３条」を「第２９条・第３０条」に改める。 
 第２条に次の１号を加える。 

 (３) 有料公園施設 公園施設のうち有料で使用させるものをいう。 

 第２条の４第１項中「１００分の２」の次に「（別表第１に規定する宝塚文化芸術セ



ンター庭園（同表を除き、以下「庭園」という。）にあっては１００分の３）」を加

える。 

  第２３条を第３０条とする。 

  第２２条第１項第３号中「第１４条」を「第１５条」に改め、同項第４号中「第１５

条」を「第１６条」に改め、同条を第２９条とする。 

  第４章中第２１条を第２８条とし、同条の前に次の６条を加える。 

  （指定管理者による管理） 

 第２２条 庭園の管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３

項の規定により、法人その他の団体であって市長の指定するもの（以下「指定管理

者」という。）に行わせるものとする。 

 ２ 前項の規定により庭園の管理を指定管理者に行わせる場合の第４条、第７条、第

１１条の２から第１１条の４まで及び第１７条の規定の適用については、第４条及び

第７条中「市長」とあるのは「指定管理者」と、第１１条の２及び第１１条の３中

「市長が特に必要があると認めるときは」とあるのは「指定管理者が特に必要がある

と認めるときは、市長の承認を得て」と、第１１条の４中「市長」とあるのは「指定

管理者」と、第１７条第１項中「許可」とあるのは「許可（第４条第１項の許可を除

く。）」と、「できる。」とあるのは「でき、指定管理者は、次の各号のいずれかに

該当する者に対し、第４条第１項の許可を取り消し、その効力を停止し、又はその条

件を変更することができる。」と、同条第２項中「市長」とあるのは「市長又は指定

管理者」と、「場合」とあるのは「場合（指定管理者にあっては第１号又は第２号に

該当する場合、市長にあっては第３号に該当する場合に限る。）」と、「し、又は」

とあるのは「することができ、市長は、次の各号のいずれかに該当する場合において

は、使用者等に対し」とする。 

  （施設の複合的利用） 

 第２３条 指定管理者は、庭園及び宝塚市立文化芸術センター条例（平成３０年条例第

○○号）に規定する宝塚市立文化芸術センターの施設について、複合的施設として相

互の効率的利用を図るものとする。 

  （利用料金） 

 第２４条 第２２条第１項の規定により庭園の管理を指定管理者に行わせる場合におい

て、第４条第１項の許可を受けた者又は駐車場を利用する者は、第１２条第１項の規



定にかかわらず、指定管理者に対し、その利用に係る料金（以下「利用料金」とい

う。）を支払わなければならない。 

 ２ 利用料金の額は、別表第２に定める額の範囲内において、指定管理者が市長の承認

を得て定める。利用料金の額を変更する場合においても同様とする。 

 ３ 第１項の規定により支払われた利用料金は、指定管理者の収入として収受させる。 

 ４ 指定管理者は、第１４条の規定にかかわらず、あらかじめ市長の承認を得た基準に

従い、利用料金を減額し、又は免除することができる。 

 ５ 第３項の規定により利用料金を指定管理者の収入として収受させる場合の第１２条

第２項及び第１３条の規定の適用については、第１２条第２項中「使用料」とあるの

は「利用料金」と、第１３条中「使用料」とあるのは「利用料金」と、「別に市長が

定めるときは」とあるのは「指定管理者は、あらかじめ市長の承認を得た基準に従

い」とする。 

  （指定管理者の指定） 

 第２５条 市長は、指定管理者を指定しようとするときは、特別の事由があると認める

ときを除き、公募するものとする。 

 ２ 指定管理者の指定を受けようとするものは、申請書に庭園の管理に係る業務に関す

る事業計画書その他の規則で定める書類（以下「事業計画書等」という。）を添付し

て市長に提出しなければならない。 

 ３ 市長は、次に掲げる事項を基準として、前項の規定により指定の申請を行ったもの

を総合的に審査し、庭園の管理を行わせるに最適な法人その他の団体を候補者として

選定し、指定管理者に指定するものとする。 

  (１) 公衆の平等な利用を確保できるものであること。 

  (２) 事業計画書等の内容が庭園の効用を最大限に発揮するとともに、管理経費の縮

減が図られるものであること。 

  (３) 庭園の管理を安定して行う能力を有していること。 

  （指定管理者が行う業務） 

 第２６条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

  (１) 庭園における第４条第１項の許可又は第１７条の規定による当該許可の取消し、

効力の停止若しくは条件の変更に関する業務 

  (２) 第７条の規定による庭園の利用の禁止又は制限に関する業務 



  (３) 駐車場における自動車の入庫及び出庫の管理に関する業務 

  (４) 利用料金の徴収に関する事務 

  (５) 庭園の公園施設（法第５条第１項の規定による許可を受けた者が管理する公園

施設を除く。）、設備、備品等の維持管理及び小規模な修繕に関する業務 

  (６) 前各号に掲げるもののほか、庭園の管理に関し市長が必要があると認める業務 

  （指定管理者の指定等の告示） 

 第２７条 市長は、第２５条第３項の規定により指定管理者の指定をしたときは、その

旨を遅滞なく告示しなければならない。地方自治法第２４４条の２第１１項の規定に

より指定管理者の指定を取り消し、又は管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じ

たときも同様とする。 

  第２０条中「第４条から前条まで」の次に「（第１１条から第１１条の４までの規定

を除く。）」を加え、「第２２条及び第２３条」を「第２９条及び第３０条」に改め、

同条を第２１条とする。 

  第１９条を第２０条とし、第１８条を第１９条とする。 

  第３章中第１７条を第１８条とし、第１６条を第１７条とし、第１５条を第１６条と

する。 

  第２章中第１４条を第１５条とし、第１３条を第１４条とし、第１２条を第１３条と

する。 

  第１１条第１項中「又は」を「若しくは」に改め、「受けた者」の次に「又は駐車場

を使用する者」を加え、同条第２項ただし書中「においては、」を「における」に、

「使用料は、」を「使用料にあっては」に改め、「毎年６月３０日までに」の次に「、

駐車場に係る使用料にあっては自動車の出庫時までに、それぞれ」を加え、同条を第

１２条とし、第１０条の次に次の４条を加える。 

 （有料公園施設） 

 第１１条 有料公園施設は、宝塚文化芸術センター庭園駐車場（以下「駐車場」とい

う。）とする。 

 （駐車場の開場時間） 

 第１１条の２ 駐車場の開場時間は、午前０時から午後１２時までとする。ただし、市

長が特に必要があると認めるときは、開場時間を変更することができる。 

 （休場日） 



 第１１条の３ 駐車場は、無休とする。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、

休場日を設けることができる。 

 （駐車の制限） 

 第１１条の４ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、自動車の入庫を拒否し、

又は自動車の出庫を命ずることができる。 

 (１) 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあるとき。 

 (２) 設備、備品等を滅失し、損傷し、又は汚損するおそれがあるとき。 

 (３) 前２号に掲げるもののほか、駐車場の管理上支障があると認めるとき。 

別表第１中 
 「 

栄町３丁目ゆめ公園 宝塚市栄町３丁目３８番 
                                      」 

 を 

 ｢ 

栄町３丁目ゆめ公園 
宝塚文化芸術センター庭園 宝塚市栄町３丁目３８番 

宝塚市武庫川町１０３０番 
                                                                           ｣ 

 に改める。 

  別表第２中「（第１１条関係）」を「（第１２条、第２４条関係）」に、 

 「 

第４条第１

項各号に掲

げる行為 

行商、募金、出店その他

これらに類する行為 

日額 １平方メートル ６５０円 

業として行う写真の撮影 日額 １人 １，９４９円 

業として行う映画の撮影 日額 １回 ７，７７７円 

興行 日額 １平方メートル ４８円 

競技会、展示会、博覧

会、集会その他これらに

類する催し 

日額 １平方メートル １６円 

                                       」 

 を 



 「 

第４条第１

項各号に掲

げる行為 

行商、募金、出店その他

これらに類する行為 

日額 １平方メートル ６５０円 

業として行う写真の撮影 日額 １人 １，９４９円 

業として行う映画の撮影 日額 １回 ７，７７７円 

興行 日額 １平方メートル ４８円 

競技会、展示会、博覧

会、集会その他これらに

類する催し 

日額 １平方メートル １６円 

駐車場の使用 １時間

当たり 

普通自動車１台

１回 

４００円 

日額 準中型自動車、

中型自動車又は

大型自動車１台

１回 

３，０００円 

                                       」 

 に改め、同表に備考として次のように加える。 

  備考 この表において「普通自動車」、「準中型自動車」、「中型自動車」及び「大

型自動車」とは、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第３条の規定により

区分される自動車の種類をいう。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例中第１条、次項及び附則第３項の規定は公布の日から、第２条の規定は公布

の日から起算して３年を超えない範囲内において規則で定める日（以下「施行日」とい

う。）から施行する。 

 （準備行為） 

２ 第２条の規定による改正後の宝塚市都市公園条例（以下この項において「新条例」と

いう。）の規定による庭園の指定管理者の指定及びこれに関し必要な手続は、施行日前

においても、新条例の例により行うことができる。 

 （経過措置） 



３ 第１条の規定による改正後の宝塚市都市公園条例別表第２の規定は、この条例の公布

の日以後の都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第５条第１項の許可に係る使用料に

ついて適用し、同日前の同法第５条第１項の許可に係る使用料については、なお従前の

例による。 



 

 

議案第６６号 

   宝塚市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

宝塚市都市公園条例(昭和44年条例第40号)新旧対照表（第１条の規定による改正関係） 

現行 改正案 

 目次 

第1章 総則(第1条・第2条) 

第2章 公園及び公園施設の設置及び管

理(第2条の2―第14条) 

第3章 監督(第15条―第17条) 

第4章 雑則(第18条―第21条) 

第5章 罰則(第22条・第23条) 

附則 

 第1章 総則 

 (趣旨) 

 第1条 （略） 

 第2章 公園及び公園施設の設置及び管

理 

 (住民1人当たりの公園の敷地面積の標準) 

 第2条の2 （略） 

 第3章 監督 

 (検査等) 

 第15条 （略） 

 第4章 雑則 

 (届出) 

 第18条 （略） 

 (公園予定区域等についての準用) 

第20条 第4条から前条まで、第22条及び第23

条の規定は、法第33条第4項の規定による公

園予定区域又は予定公園施設について準用

する。 

 (委任) 

第21条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

 第5章 罰則 

(過料) (過料) 

第20条 （略） 第22条 （略） 

(両罰規定) (両罰規定) 

第21条 （略） 第23条 （略） 

(公園予定区域等についての準用) 

第22条 第4条から前条までの規定は、法第33

条第4項の規定による公園予定区域又は予

定公園施設について準用する。 

 



 

 

(委任) 

第23条 この条例の施行に関し必要な事項

は、別に市長が定める。 

 

別表第2(第11条関係) 別表第2(第11条関係) 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

 



 

 

宝塚市都市公園条例(昭和44年条例第40号)新旧対照表（第２条の規定による改正関係） 

※この新旧対照表については、第１条の規定による改正後の宝塚市都市公園条例の規定を現行と

して作成しています。 

現行 改正案 

目次 

第1章 総則(第1条・第2条) 

第2章 公園及び公園施設の設置及び管

理(第2条の2―第14条) 

第3章 監督(第15条―第17条) 

第4章 雑則(第18条―第21条) 

第5章 罰則(第22条・第23条) 

附則 

目次 

第1章 総則(第1条・第2条) 

第2章 公園及び公園施設の設置及び管

理(第2条の2―第15条) 

第3章 監督(第16条―第18条) 

第4章 雑則(第19条―第28条) 

第5章 罰則(第29条・第30条) 

附則 

(用語) (用語) 

第2条 この条例において次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

第2条 この条例において次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

 (3) 有料公園施設 公園施設のうち有料

で使用させるものをいう。 

(公園施設の設置基準) (公園施設の設置基準) 

第2条の4 一の公園に公園施設として設けら

れる建築物(建築基準法(昭和25年法律第

201号)第2条第1号に規定する建築物をい

う。以下同じ。)の建築面積の総計の当該公

園の敷地面積に対する割合は、100分の2あ

あああああああああああああああああああ

あああああああああああああああああああ

あ           を超えてはならない。た

だし、次項から第5項までに規定する場合に

おいては、それぞれ各項で定める範囲内で

これを超えることができる。 

第2条の4 一の公園に公園施設として設けら

れる建築物(建築基準法(昭和25年法律第

201号)第2条第1号に規定する建築物をい

う。以下同じ。)の建築面積の総計の当該公

園の敷地面積に対する割合は、100分の2(別

表第1に規定する宝塚文化芸術センター庭

園(同表を除き、以下「庭園」という。)に

あっては100分の3)を超えてはならない。た

だし、次項から第5項までに規定する場合に

おいては、それぞれ各項で定める範囲内で

これを超えることができる。 

2～5 （略） 2～5 （略） 

 (有料公園施設) 

第11条 有料公園施設は、宝塚文化芸術セン

ター庭園駐車場(以下「駐車場」という。)

とする。 

 (駐車場の開場時間) 

第11条の2 駐車場の開場時間は、午前0時か

ら午後12時までとする。ただし、市長が特

に必要があると認めるときは、開場時間を

変更することができる。 

 (休場日) 

第11条の3 駐車場は、無休とする。ただし、

市長が特に必要があると認めるときは、休

場日を設けることができる。 



 

 

 (駐車の制限) 

第11条の4 市長は、次の各号のいずれかに該

当するときは、自動車の入庫を拒否し、又

は自動車の出庫を命ずることができる。 

(1) 公の秩序又は善良の風俗を害するお

それがあるとき。 

(2) 設備、備品等を滅失し、損傷し、又は

汚損するおそれがあるとき。 

(3) 前2号に掲げるもののほか、駐車場の

管理上支障があると認めるとき。 

(使用料) (使用料) 

第11条 法第5条第1項、法第6条第1項若しく

は第3項又は    第4条第1項の許可を受け

た者                      (以下「使用者

等」という。)は、別表第2に定める使用料

を納付しなければならない。 

第12条 法第5条第1項、法第6条第1項若しく

は第3項若しくは第4条第1項の許可を受け

た者又は駐車場を使用する者(以下「使用者

等」という。)は、別表第2に定める使用料

を納付しなければならない。 

2 使用料は、許可のとき徴収する。ただし、

使用期間が翌年度以降にわたる場合におい

ては、翌年度以降の期間に係る使用料は、 

     各年度分を毎年6月30日までに      

                                      

              徴収するものとする。 

2 使用料は、許可のとき徴収する。ただし、

使用期間が翌年度以降にわたる場合におけ

る    翌年度以降の期間に係る使用料にあ

っては各年度分を毎年6月30日までに、駐車

場に係る使用料にあっては自動車の出庫時

までに、それぞれ徴収するものとする。 

(使用料の不還付) (使用料の不還付) 

第12条 （略） 第13条 （略） 

(使用料の減免) (使用料の減免) 

第13条 （略） 第14条 （略） 

(権利譲渡の禁止) (権利譲渡の禁止) 

第14条 （略） 第15条 （略） 

(検査等) (検査等) 

第15条 （略） 第16条 （略） 

(監督処分) (監督処分) 

第16条 （略） 第17条 （略） 

(保管した工作物等の公示及び売却) (保管した工作物等の公示及び売却) 

第17条 （略） 第18条 （略） 

(届出) (届出) 

第18条 （略） 第19条 （略） 

(損害賠償義務) (損害賠償義務) 

第19条 （略） 第20条 （略） 

(公園予定区域等についての準用) 

第20条 第4条から前条まで(第11条から第11

条の5ま での規定を除く。、第22条及び第

23条の規定は、法第33条第4項の規定による

公園予定区域又は予定公園施設について準

用する。 

(公園予定区域等についての準用) 

第21条 第4条から前条まで(第11条から第11

条の4までの規定を除く。)、第29条及び第

30条の規定は、法第33条第4項の規定による

公園予定区域又は予定公園施設について準

用する。 



 

 

 (指定管理者による管理) 

第22条 庭園の管理は、地方自治法(昭和22年

法律第67号)第244条の2第3項の規定によ

り、法人その他の団体であって市長の指定

するもの(以下「指定管理者」という。)に

行わせるものとする。 

2 前項の規定により庭園の管理を指定管理

者に行わせる場合の第4条､第7条､第11条の

2から第11条の4まで及び第17条の規定の適

用については､第4条及び第7条中｢市長｣と

あるのは｢指定管理者｣と､第11条の2及び第

11条の3中｢市長が特に必要があると認める

ときは｣とあるのは｢指定管理者が特に必要

があると認めるときは､市長の承認を得て｣

と､第11条の4中｢市長｣とあるのは｢指定管

理者｣と､第17条第1項中｢許可｣とあるのは

｢許可(第4条第1項の許可を除く｡)｣と､｢で

きる｣とあるのは｢でき､指定管理者は､次の

各号のいずれかに該当する者に対し､第4条

第1項の許可を取り消し､その効力を停止

し､又はその条件を変更することができる｣

と､同条第2項中｢市長｣とあるのは｢市長又

は指定管理者｣と､｢場合｣とあるのは｢場合

(指定管理者にあっては第1号又は第2号に

該当する場合､市長にあっては第3号に該当

する場合に限る｡)｣と､｢し､又は｣とあるの

は｢することができ､市長は､次の各号のい

ずれかに該当する場合においては､使用者

等に対し｣とする｡ 

 (施設の複合的利用) 

第23条 指定管理者は、庭園及び宝塚市立文

化芸術センター条例(平成30年条例第 号)

に規定する宝塚市立文化芸術センターの施

設について、複合的施設として相互の効率

的利用を図るものとする。 

 (利用料金) 

第24条 第22条第1項の規定により庭園の管

理を指定管理者に行わせる場合において、

第4条第1項の許可を受けた者又は駐車場を

利用する者は、第12条第1項の規定にかかわ

らず、指定管理者に対し、その利用に係る

料金(以下「利用料金」という。)を支払わ

なければならない。 

2 利用料金の額は、別表第2に定める額の範

囲内において、指定管理者が市長の承認を

得て定める。利用料金の額を変更する場合

においても同様とする。 



 

 

3 第1項の規定により支払われた利用料金

は、指定管理者の収入として収受させる。 

4 指定管理者は、第14条の規定にかかわら

ず、あらかじめ市長の承認を得た基準に従

い、利用料金を減額し、又は免除すること

ができる。 

5 第3項の規定により利用料金を指定管理者

の収入として収受させる場合の第12条第2

項及び第13条の規定の適用については、第

12条第2項中「使用料」とあるのは「利用料

金」と、第13条中「使用料」とあるのは「利

用料金」と、「別に市長が定めるときは」

とあるのは「指定管理者は、あらかじめ市

長の承認を得た基準に従い」とする。 

 (指定管理者の指定) 

第25条 市長は、指定管理者を指定しようと

するときは、特別の事由があると認めると

きを除き、公募するものとする。 

2 指定管理者の指定を受けようとするもの

は、申請書に庭園の管理に係る業務に関す

る事業計画書その他の規則で定める書類

(以下「事業計画書等」という。)を添付し

て市長に提出しなければならない。 

3 市長は、次に掲げる事項を基準として、前

項の規定により指定の申請を行ったものを

総合的に審査し、庭園の管理を行わせるに

最適な法人その他の団体を候補者として選

定し、指定管理者に指定するものとする。 

(1) 公衆の平等な利用を確保できるもの

であること。 

(2) 事業計画書等の内容が庭園の効用を

最大限に発揮するとともに、管理経費の縮

減が図られるものであること。 

(3) 庭園の管理を安定して行う能力を有

していること。 

 (指定管理者が行う業務) 

第26条 指定管理者は、次に掲げる業務を行

うものとする。 

(1) 庭園における第4条第1項の許可又は

第17条の規定による当該許可の取消し、効

力の停止若しくは条件の変更に関する業

務 

(2) 第7条の規定による庭園の利用の禁止

又は制限に関する業務 

(3) 駐車場における自動車の入庫及び出

庫の管理に関する業務 

(4) 利用料金の徴収に関する事務 



 

 

(5) 庭園の公園施設(法第5条第1項の規定

による許可を受けた者が管理する公園施

設を除く。)、設備、備品等の維持管理及

び小規模な修繕に関する業務 

(6) 前各号に掲げるもののほか、庭園の管

理に関し市長が必要があると認める業務 

 (指定管理者の指定等の告示) 

第27条 市長は、第25条第3項の規定により指

定管理者の指定をしたときは、その旨を遅

滞なく告示しなければならない。地方自治

法第244条の2第11項の規定により指定管理

者の指定を取り消し、又は管理の業務の全

部若しくは一部の停止を命じたときも同様

とする。 

(委任) 

第21条 （略） 

(委任) 

第28条 （略） 

(過料) (過料) 

第22条 次の各号のいずれかに該当する者に

対しては、10,000円以下の過料を科するこ

とができる。 

第29条 次の各号のいずれかに該当する者に

対しては、10,000円以下の過料を科するこ

とができる。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 第14条の規定に違反して権利の譲渡

等をした者 

(3) 第15条の規定に違反して権利の譲渡

等をした者 

(4) 第15条の規定による検査等を正当な

事由なく拒んだ者 

(4) 第16条の規定による検査等を正当な

事由なく拒んだ者 

2 （略） 2 （略） 

(両罰規定) (両罰規定) 

第23条 （略） 第30条 （略） 

別表第1(第3条関係) 別表第1(第3条関係) 

【別記2 参照】 【別記2 参照】 

別表第2(第11条関係) 別表第2(第12条、第24条関係) 

【別記3 参照】 【別記3 参照】 

 



 

 

【別記１】 

 

（現行） 

別表第2(第11条関係) 

種別 区分 単位 金額 
第5条第1項の

規定による公

園施設 
設 置 の

場合 休憩所、売店その

他これらに類す

るもの 
月額 1平方ﾒｰﾄﾙ 650円以上  

管 理 の

場合 休憩所、売店その

他これらに類す

るもの 
月額 1平方ﾒｰﾄﾙ 1,300円  

第4条第1項各

号に掲げる行

為 

興行 日額 1平方ﾒｰﾄﾙ 517円 

競技会､展示会､博覧会､集

会その他これらに類する

催し 

日額 1平方ﾒｰﾄﾙ 383円 

 

（改正案） 

別表第2(第11条関係) 

種別 区分 単位 金額 
第5条第1項の

規定による公

園施設 
設 置 又

は 管 理

の場合 
休憩所、売店その

他これらに類す

るもの 
月額 1平方ﾒｰﾄﾙ 650円以上で立

地条件、営業形

態等を勘案し

て市長が定め

る額 
第4条第1項各

号に掲げる行

為 

興行 日額 1平方ﾒｰﾄﾙ 48円 

競技会､展示会､博覧会､集

会その他これらに類する

催し 

日額 1平方ﾒｰﾄﾙ 16円 

 
  



 

 

【別記２】 

 

（現行） 

別表第1(第3条関係) 

名称 所在地 

栄町３丁目ゆめ公園 宝塚市栄町３丁目３８番 

 

（改正案） 

別表第1(第3条関係) 

名称 所在地 

栄町３丁目ゆめ公園 
宝塚文化芸術センター庭園 

宝塚市栄町３丁目３８番 

宝塚市武庫川町１０３０番  



 

 

【別記３】 

 

（現行） 

別表第2(第11条関係) 

種別 区分 単位 金額 
第4条第1項各

号に掲げる行

為 

行商､募金､出店その他こ

れらに類する行為 

日額 1平方ﾒｰﾄﾙ 650円 

業として行う映画の撮影 日額 1人 1,949円 

業として行う映画の撮影 日額 1回 7,777円 

興行 日額 1平方ﾒｰﾄﾙ 48円 

競技会､展示会､博覧会､集

会その他これらに類する

催し 

日額 1平方ﾒｰﾄﾙ 16円 

 

（改正案） 

別表第2(第12条、第24条関係) 

種別 区分 単位 金額 
第4条第1項各

号に掲げる行

為 

行商､募金､出店その他こ

れらに類する行為 

日額 1平方ﾒｰﾄﾙ 650円 

業として行う写真の撮影 日額 1人 1,949円 

業として行う映画の撮影 日額 1回 7,777円 

興行 日額 1平方ﾒｰﾄﾙ 48円 

競技会､展示会､博覧会､集

会その他これらに類する

催し 

日額 1平方ﾒｰﾄﾙ 16円 

駐車場の使用 1 時 間

当たり 

普通自動車1台1

回 

400円 

日額 準中型自動車、中

型自動車又は大

型自動車1台1回 

3,000円 

  備考 この表において「普通自動車」、「準中型自動車」、「中型自動車」及び「大型自動

車」とは、道路交通法(昭和35年法律第105号)第3条の規定により区分される自動車の種

類をいう。 

 



 

 

議案第６７号 

宝塚市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

宝塚市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例を

次のとおり制定するものとする。 

平成３０年（２０１８年）５月２２日提出 

宝塚市長 中 川 智 子 

 

宝塚市条例第  号 

宝塚市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例 

宝塚市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成１３年条例第３０ 

号）の一部を次のように改正する。 

別表第２ ９宝塚山手台地区地区整備計画区域の部中 

「 

独立住宅地区Ⅱ 独立住宅地区Ａ 

次に掲げる建築物以外の建築物 

(１) 戸建専用住宅 

(２) 戸建住宅で、延べ面積の２分の１

以上を居住の用に供し、かつ、次の

いずれかの用途を兼ねるもの 

ア 美術品又は工芸品を製作するため

のアトリエ又は工房 

イ 令第１３０条の３第６号に掲げる

もの 

(３) 近隣に居住する者の社会教育的な

活動又は自治活動の目的の用に供す

る公民館、集会所その他これらに類

するもの 

次に掲げる建築物以外の建築物 

(１) 戸建専用住宅 

(２) 戸建住宅で、延べ面積の２分の１

以上を居住の用に供し、かつ、令第

１３０条の３第６号又は第７号に掲

げる用途のいずれかを兼ねるもの

（これらの用途に供する部分の床面

積の合計が５０平方メートルを超え

るものを除く。） 

(３) 近隣に居住する者の社会教育的な

活動又は自治活動の目的の用に供す

る公民館、集会所その他これらに類

するもの 



 

 

(４) 巡査派出所、公衆電話所その他令

第１３０条の４各号（第５号トを除

く。）に掲げるもの 

(５) 前各号の建築物に附属するもの 

(４) 巡査派出所、公衆電話所その他令

第１３０条の４各号（第５号トを除

く。）に掲げるもの 

(５) 前各号の建築物に附属するもの

（令第１３０条の５各号に掲げるも

のを除く。） 

 １０分の１０ 

  

 １０分の５ 

 １０分の１ 

全域 宝塚山手台地区地

区計画に附属する

計画図（以下宝塚

山手台地区地区整

備計画区域の部に

おいて「計画図」

という。）に表示

するｃの区域以外

の区域 

計画図に表示する

ｃの区域 

１７０平方メートル １７０平方メート

ル 

３００平方メート

ル 

建築物の外壁等の

面から計画図に表

示するａの部分の

道路境界線（水路

がある場合におい

ては、その水路と

の境界線）までの

距離 

建築物の外壁等の

面から計画図に表

示するａ及びｂの

部分以外の部分の

道路境界線（水路

がある場合におい

ては、その水路と

の境界線）までの 

建築物の外壁等の

面から道路境界線

（水路がある場合

においては、その

水路との境界線）

までの距離 

建築物の外壁等の

面から隣地境界線

までの距離 



 

 

 距離   

２メートル １．８メートル １．８メートル １メートル 

次の各号のいずれかに該当するもの 

(１) 外壁等の中心線の長さの合計が３

メートル以下であるもの 

(２) 物置その他これに類する用途に供

し、軒の高さが２．３メートル以下

で、かつ、床面積の合計が５平方メ

ートル以内であるもの 

次の各号のいずれかに該当するもの 

(１) 外壁等の中心線の長さの合計が３

メートル以下であるもの 

(２) 物置その他これに類する用途に供

し、軒の高さが２．３メートル以下

で、かつ、床面積の合計が５平方メ

ートル以内であるもの 

全域 全域 

９メートル（軒の高さの最高限度は７メ

ートル） 

次の各号に掲げる建築物の部分の区分に

応じ、当該各号に定める数値 

(１) 最高部 ９メートル 

(２) 軒 ７メートル 

(３) 各部分 建築物の各部分から前面

道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離に

０．６を乗じて得たものに５メート

ルを加えたもの 

階段室、昇降機搭、装飾塔、物見塔、屋

窓その他これらに類する建築物の屋上突

出部及びむね飾り、防火壁の屋上突出部

その他これらに類する屋上突出物は、こ

れを算入する。 

建築物の最高部の高さの算定において

は、階段室、昇降機搭、装飾塔、物見

塔、屋窓その他これらに類する建築物の

屋上突出部及びむね飾り、防火壁の屋上

突出部その他これらに類する屋上突出物

は、これを算入し、建築物の各部分の高

さの算定においては、階段室、昇降機

塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これら

に類する建築物の屋上突出部は、これを

算入し、むね飾り、防火壁の屋上突出部 



 

 

 その他これらに類する屋上突出物は、こ

れを算入しない。 

                                     」

を 

「 

独立住宅地区Ⅱ 

次に掲げる建築物以外の建築物 

(１) 戸建専用住宅 

(２) 戸建住宅で、延べ面積の２分の１以上を居住の用に供し、かつ、次のいずれ

かの用途を兼ねるもの 

ア 美術品又は工芸品を製作するためのアトリエ又は工房 

イ 令第１３０条の３第６号に掲げるもの 

(３) 近隣に居住する者の社会教育的な活動又は自治活動の目的の用に供する公民

館、集会所その他これらに類するもの 

(４) 巡査派出所、公衆電話所その他令第１３０条の４各号（第５号トを除く。）

に掲げるもの 

(５) 前各号の建築物に附属するもの 

 

 

 

 

宝塚山手台地区地区計画に附属する計画

図（以下宝塚山手台地区地区整備計画区

域の部において「計画図」という。）に

表示するｃの区域以外の区域 

計画図に表示するｃの区域 

１７０平方メートル ３００平方メートル 

建築物の外壁等の面から計画図に表示す

るａの部分の道路境界線（水路がある場

合においては、その水路との境界線）ま 

建築物の外壁等の面から計画図に表示す

るａ及びｂの部分以外の部分の道路境界

線 （ 水 路 が あ る 場 合 に お い て は 、 



 

 

での距離 その水路との境界線）までの距離 

２メートル １．８メートル 

次の各号のいずれかに該当するもの 

(１) 外壁等の中心線の長さの合計が３メートル以下であるもの 

(２) 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２．３メートル以下で、か

つ、床面積の合計が５平方メートル以内であるもの 

全域 

９メートル（軒の高さの最高限度は７メートル） 

階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上突出

部及びむね飾り、防火壁の屋上突出部その他これらに類する屋上突出物は、これを

算入する。 

                                       」 

に改め、同表３８東洋町地区地区整備計画区域の部（イ）の項公共公益施設地区の欄中 

「 

 (３) 倉庫業を営む倉庫 

(４) 住宅 

(５) 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

(６) 法別表第２（へ）項第２号及び第４号に掲げるもの 

(７) 法別表第２（と）項第３号及び第４号に掲げるもの 

                           」 

を 

「 

(３) 住宅 

(４) 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

               」 

に改め、同部（キ）の項公共公益施設地区の欄中 

「 

次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、当該各号に定める数値 

(１) 最高部 ２０メートル 



 

 

(２) 前面道路の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離が８メ

ートル以下の部分 建築物の当該各部分から前面道路の反対側の境界線又は隣

地境界線までの真北方向の水平距離に１．２５を乗じて得たものに５メートル

を加えたもの 

(３) 前面道路の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離が８メ

ートルを超える部分 建築物の各部分から前面道路の反対側の境界線又

は隣地境界線までの真北方向の水平距離から８メートルを減じたものに

０．６を乗じて得たものに１５メートルを加えたもの 

                                       」 

を 

「 

２０メートル。ただし、東洋町地区地区計画（平成３０年宝塚市告示第７０号）の

告示の際現に存する建築物にあっては、この限りでない。 

                                       」 

に改める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第６７号 

   宝塚市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

宝塚市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例(平成13年条例第30号)新旧対照表 

（現行） 

別表第2(第3条－第８条関係) 

１ 中山桜台Ａ地区地区整備計画区域～８ ふじガ丘地区地区整備計画区域 （略） 

９ 宝塚山手台地区地区整備計画区域 

(ア) 計画地区の区分    独立住宅地区Ⅱ 独立住宅地区A    

(イ) 建築してはならない建

築物 

   次に掲げる建築物以外の建築物 

(1) 戸建専用住宅 

(2) 戸建住宅で、延べ面積の2分の1以上を居住の用に供し、かつ、

次のいずれかの用途を兼ねるもの 

ア 美術品又は工芸品を製作するためのアトリエ又は工房 

イ 令第130条の3第6号に掲げるもの 

(3) 近隣に居住する者の社会教育的な活動又は自治活動の目的の

用に供する公民館、集会所その他これらに類するもの 

(4) 巡査派出所、公衆電話所その他令第130条の4各号（第5号トを

除く。）に掲げるもの 

(5) 前各号の建築物に附属するもの 

次に掲げる建築物以外の建築物 

(1) 戸建専用住宅 

(2) 戸建住宅で、延べ面積の2分の1以上を居住の用に供し、かつ、

令第130条の3第6号又は第7号に掲げる用途のいずれかを兼ねる

もの（これらの用途に供する部分の床面積の合計が50平方メート

ルを超えるものを除く。） 

(3) 近隣に居住する者の社会教育的な活動又は自治活動の目的の

用に供する公民館、集会所その他これらに類するもの 

(4) 巡査派出所、公衆電話所その他令第130条の4各号（第5号トを

除く。）に掲げるもの 

(5) 前各号の建築物に附属するもの（令第130条の5各号に掲げるも

のを除く。） 

   



(ウ) 建築物の容積率 (ａ)     10分の10    

(ｂ)         

(エ) 建築物の建蔽率 (ａ)     10分の5    

(ｂ)     10分の1    

(オ) 建築物の敷地面

積の最低限度 

(ａ)    全域 宝塚山手台地区地区計画に附属

する計画図（以下宝塚山手台地区

地区整備計画区域の部において

「計画図」という。）に表示する

cの区域以外の区域 

計画図に表示するcの区域    

(ｂ)    170平方メートル 170平方メートル 300平方メートル    

(カ) 建築物の外壁等

の面から敷地境

界線までの距離

の最低限度 

(ａ)    建築物の外壁等の面から計画図

に表示するaの部分の道路境界線

（水路がある場合においては、そ

の水路との境界線）までの距離 

建築物の外壁等の面から計画図

に表示するa及びbの部分以外の

部分の道路境界線（水路がある場

合においては、その水路との境界

線）までの距離 

建築物の外壁等の面から道路境

界線（水路がある場合において

は、その水路との境界線）までの

距離 

建築物の外壁等の面から隣地境

界線までの距離 

   

(ｂ)    2メートル 1.8メートル 1.8メートル 1メートル    

(ｃ)    次の各号のいずれかに該当するもの 

(1) 外壁等の中心線の長さの合計が3メートル以下であるもの 

(2) 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが2.3メートル

以下で、かつ、床面積の合計が5平方メートル以内であるもの 

次の各号のいずれかに該当するもの 

(1) 外壁等の中心線の長さの合計が3メートル以下であるもの 

(2) 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが2.3メートル

以下で、かつ、床面積の合計が5平方メートル以内であるもの 

   



(キ) 

 

 (ａ)    全域 全域    

(ｂ)    9メートル（軒の高さの最高限度は7メートル） 次の各号に掲げる建築物の部分の区分に応じ、当該各号に定める数

値 

(1) 最高部 9メートル 

(2) 軒 7メートル 

(3) 各部分 建築物の各部分から前面道路の反対側の境界線又は

隣地境界線までの真北方向の水平距離に0.6を乗じて得たもの

に5メートルを加えたもの 

   

(ｃ)    階段室、昇降機搭、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建

築物の屋上突出部及びむね飾り、防火壁の屋上突出部その他これら

に類する屋上突出物は、これを算入する。 

建築物の最高部の高さの算定においては、階段室、昇降機搭、装飾

塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上突出部及びむ

ね飾り、防火壁の屋上突出部その他これらに類する屋上突出物は、

これを算入し、建築物の各部分の高さの算定においては、階段室、

昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋

上突出部は、これを算入し、むね飾り、防火壁の屋上突出部その他

これらに類する屋上突出物は、これを算入しない。 

   

１０ 川面３丁目地区地区整備計画区域～２７ 武庫川町地区地区整備計画区域 （略） 

３８ 東洋町地区地区整備計画区域 

(ア) 計画地区の区分 公共公益施設地区    



(イ) 建築してはならない建築物 次に掲げる建築物 

(1) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類するもの 

(2) カラオケボックスその他これに類するもの 

(3) 倉庫業を営む倉庫 

(4) 住宅 

(5) 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

(6) 法別表第2(へ)項第２号及び第4号に掲げるもの 

(7) 法別表第2(と)項第３号及び第4号に掲げるもの 

   

      

(キ) 建築物の高さの最高限度      

(ｂ) 次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、当該各号に定める数値 

(1) 最高部 20メートル 

(2) 前面道路の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離が8メートル以下の部分 建築物の当該各部分から前面道

路の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離に1.25を乗じて得たものに5メートルを加えたもの 

(3) 前面道路の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離が8メートルを超える部分 建築物の各部分から前面道路

の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離から8メートルを減じたものに0.6を乗じて得たものに15メートルを

加えたもの 

   

 

     

３９ 青葉台地区地区整備計画区域～４１ 武田尾地区地区整備計画区域 （略） 

 



（改正案） 

別表第2(第3条－第８条関係) 

１ 中山桜台Ａ地区地区整備計画区域～８ ふじガ丘地区地区整備計画区域 （略） 

９ 宝塚山手台地区地区整備計画区域 

(ア) 計画地区の区分    独立住宅地区Ⅱ    

(イ) 建築してはならない建

築物 

   次に掲げる建築物以外の建築物 

(1) 戸建専用住宅 

(2) 戸建住宅で、延べ面積の2分の1以上を居住の用に供し、かつ、次のいずれかの用途を兼ねるもの 

ア 美術品又は工芸品を製作するためのアトリエ又は工房 

イ 令第130条の3第6号に掲げるもの 

(3) 近隣に居住する者の社会教育的な活動又は自治活動の目的の用に供する公民館、集会所その他これらに類するもの 

(4) 巡査派出所、公衆電話所その他令第130条の4各号（第5号トを除く。）に掲げるもの 

(5) 前各号の建築物に附属するもの 

   

(ウ) 建築物の容積率 (ａ)        

(ｂ)        

(エ) 建築物の建蔽率 (ａ)        

(ｂ)        

(オ) 建築物の敷地面

積の最低限度 

(ａ)    宝塚山手台地区地区計画に附属する計画図（以下宝塚山手台地区地

区整備計画区域の部において「計画図」という。）に表示するcの区

域以外の区域 

計画図に表示するcの区域    



  (ｂ)    170平方メートル 300平方メートル    

(カ) 建築物の外壁等

の面から敷地境

界線までの距離

の最低限度 

(ａ)    建築物の外壁等の面から計画図に表示するaの部分の道路境界線（水

路がある場合においては、その水路との境界線）までの距離 

建築物の外壁等の面から計画図に表示するa及びbの部分以外の部分

の道路境界線（水路がある場合においては、その水路との境界線）

までの距離 

   

(ｂ)    2メートル 1.8メートル    

(ｃ)    次の各号のいずれかに該当するもの 

(1) 外壁等の中心線の長さの合計が3メートル以下であるもの 

(2) 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが2.3メートル以下で、かつ、床面積の合計が5平方メートル以内であるもの 

   

(キ) 

 

 (ａ)    全域    

(ｂ)    9メートル（軒の高さの最高限度は7メートル）    

(ｃ)    階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上突出部及びむね飾り、防火壁の屋上突出部その他これらに類

する屋上突出物は、これを算入する。 

   

１０ 川面３丁目地区地区整備計画区域～２７ 武庫川町地区地区整備計画区域 （略） 

３８ 東洋町地区地区整備計画区域 

(ア) 計画地区の区分 公共公益施設地区    

(イ) 建築してはならない建築物 次に掲げる建築物 

(1) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類するもの 

(2) カラオケボックスその他これに類するもの 

(3) 住宅 

(4) 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

   

      



(キ) 建築物の高さの最高限度      

(ｂ) 20メートル。ただし、東洋町地区地区計画（平成30年宝塚市告示第70号）の告示の際現に存する建築物にあっては、この限りでない。    

     

３９ 青葉台地区地区整備計画区域～４１ 武田尾地区地区整備計画区域 （略） 



議案第６８号 

宝塚市環境衛生事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 宝塚市環境衛生事務手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとする。 

  平成３０年（２０１８年）５月２２日提出 

                        宝塚市長 中 川 智 子   

 

宝塚市条例第  号 
宝塚市環境衛生事務手数料条例の一部を改正する条例 

宝塚市環境衛生事務手数料条例（平成２２年条例第９号）の一部を次のように改正す

る。 
第４条に次の３号を加える。 

(４) 土壌汚染対策法第２７条の２第１項の規定に基づく汚染土壌処理業の譲渡及び譲

受の承認の申請に対する審査 汚染土壌処理業の譲渡及び譲受承認申請手数料 １

件につき１００，０００円 

(５) 土壌汚染対策法第２７条の３第１項の規定に基づく汚染土壌処理業者である法人

の合併又は分割の承認の申請に対する審査 汚染土壌処理業者である法人の合併又

は分割承認申請手数料 １件につき１００，０００円 

(６) 土壌汚染対策法第２７条の４第１項の規定に基づく汚染土壌処理業の相続

の承認の申請に対する審査 汚染土壌処理業の相続承認申請手数料 １件につき

１００，０００円 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



議案第６８号 

   宝塚市環境衛生事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

宝塚市環境衛生事務手数料条例(平成22年条例第9号)新旧対照表 

現行 改正案 

(土壌汚染対策法の規定に基づく事務に係

る手数料) 

(土壌汚染対策法の規定に基づく事務に係

る手数料) 

第4条 市長は、土壌汚染対策法(平成14年法

律第53号)の規定に基づく事務について、次

の各号に掲げる事務の区分に応じ、当該各

号に定める名称の手数料をその申請する者

から徴収する。 

第4条 市長は、土壌汚染対策法(平成14年法

律第53号)の規定に基づく事務について、次

の各号に掲げる事務の区分に応じ、当該各

号に定める名称の手数料をその申請する者

から徴収する。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

 (4) 土壌汚染対策法第27条の2第1項の規

定に基づく汚染土壌処理業の譲渡及び譲

受の承認の申請に対する審査 汚染土壌

処理業の譲渡及び譲受承認申請手数料 1

件につき100,000円 

 (5) 土壌汚染対策法第27条の3第1項の規

定に基づく汚染土壌処理業者である法人

の合併又は分割の承認の申請に対する審

査 汚染土壌処理業者である法人の合併

又は分割承認申請手数料 1件につき

100,000円 

 (6) 土壌汚染対策法第27条の4第1項の規

定に基づく汚染土壌処理業の相続の承認

の申請に対する審査 汚染土壌処理業の

相続承認申請手数料 1件につき100,000

円 

 



議案第６９号 

宝塚市営霊園永代管理料基金条例及び宝塚市営霊園運営基金条例の一部を改

正する条例の制定について 

 宝塚市営霊園永代管理料基金条例及び宝塚市営霊園運営基金条例の一部を改正する条例

を次のとおり制定するものとする。 

  平成３０年（２０１８年）５月２２日提出 

宝塚市長 中 川 智 子   

 

宝塚市条例第  号 

宝塚市営霊園永代管理料基金条例及び宝塚市営霊園運営基金条例の一部を改

正する条例 

 （宝塚市営霊園永代管理料基金条例の一部改正） 

第１条 宝塚市営霊園永代管理料基金条例（平成２９年条例第２６号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第２条第１号中「宝塚市一般会計歳入歳出予算」を「宝塚市特別会計宝塚市営霊園事

業費歳入歳出予算」に改める。 

（宝塚市営霊園運営基金条例の一部改正） 

第２条 宝塚市営霊園運営基金条例（平成２９年条例第２７号）の一部を次のように改正

する。 

  第２条第１号中「宝塚市一般会計歳入歳出予算」を「宝塚市特別会計宝塚市営霊園事

業費歳入歳出予算」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

  



議案第６９号 

宝塚市営霊園永代管理料基金条例及び宝塚市営霊園運営基金条例の一部を改正する

条例の制定について 

宝塚市営霊園永代管理料基金条例(平成29年条例第26号)新旧対照表（第１条関係） 

現行 改正案 

(積立て) (積立て) 

第2条 基金として積み立てる額は、次に掲げ

る額とする。 

第2条 基金として積み立てる額は、次に掲げ

る額とする。 

(1) 宝塚市一般会計歳入歳出予算 ああ

ああああああ(以下「予算」という。)で定

める額 

(2) （略） 

(1) 宝塚市特別会計宝塚市営霊園事業費

歳入歳出予算(以下「予算」という。)で定

める額 

(2) （略） 

 



宝塚市営霊園運営基金条例(平成29年条例第27号)新旧対照表（第２条関係） 

現行 改正案 

(積立て) (積立て) 

第2条 基金として積み立てる額は、次に掲げ

る額とする。 

第2条 基金として積み立てる額は、次に掲げ

る額とする。 

(1) 宝塚市一般会計歳入歳出予算 ああ

ああああああ(以下「予算」という。)で定

める額 

(2) （略） 

(1) 宝塚市特別会計宝塚市営霊園事業費

歳入歳出予算(以下「予算」という。)で定

める額 

(2) （略） 

 



議案第７０号 

   宝塚市市街化調整区域における開発行為及び建築物の新築等に関する条例の

制定について 

 宝塚市市街化調整区域における開発行為及び建築物の新築等に関する条例を次のとおり

制定するものとする。 

平成３０年（２０１８年）５月２２日提出 

宝塚市長 中 川 智 子 

 

宝塚市条例第  号 

  宝塚市市街化調整区域における開発行為及び建築物の新築等に関する条例 

目次 

 第１章 総則（第１条・第２条） 

 第２章 市街化調整区域において行うことができる開発行為及び建築物の新築等（第３

条・第４条） 

 第３章 北部地域において行うことができる開発行為及び建築物の新築等 

  第１節 北部地域土地利用計画及び地区土地利用計画（第５条―第１１条） 

  第２節 特別指定区域（第１２条―第１５条） 

 第４章 雑則（第１６条） 

 附則 

   第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第

３４条第１２号及び都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号。以下「法施行

令」という。）第３６条第１項第３号ハの規定に基づき、市街化調整区域において行

うことができる市街化を促進しない開発行為及び建築物の新築等（新築、改築又は用

途の変更をいう。以下同じ。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び法施行令において使用する用語の例によ

るほか、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 総合計画 宝塚市まちづくり基本条例（平成１３年条例第３６号）第１４条第



１項に規定する総合計画をいう。 

(２) 都市計画マスタープラン 法第１８条の２第１項の規定により市が定める都市

計画に関する基本的な方針をいう。 

(３) 北部地域 都市計画マスタープランにおいて北部地域として区分される地域を

いう。 

   第２章 市街化調整区域において行うことができる開発行為及び建築物の新築等 

（市街化を促進しない開発行為） 

第３条 法第３４条第１２号に規定する条例で区域、目的又は予定建築物等の用途を限り

定める開発行為は、法施行令第８条第１項第２号ロからニまでに掲げる土地を含まな

い土地の区域における別表第１右欄に掲げる建築物の建築の用に供する目的で行う開

発行為とする。 

（市街化を促進しない建築物の新築等） 

第４条 法施行令第３６条第１項第３号ハに規定する条例で区域、目的又は用途を限り定

める建築物の新築等は、法施行令第８条第１項第２号ロからニまでに掲げる土地の区

域を含まない土地の区域における別表第１右欄に掲げる建築物の新築等とする。 

   第３章 北部地域において行うことができる開発行為及び建築物の新築等 

    第１節 北部地域土地利用計画及び地区土地利用計画 

（北部地域土地利用計画） 

第５条 市は、北部地域の豊かな自然環境及び田園環境を適切に保全しつつ、地域活性化

に向けたまちづくりを進めていくため、北部地域の土地利用の在り方を示すための計

画（以下「北部地域土地利用計画」という。）を定めるものとする。 

２ 市は、北部地域土地利用計画の策定に当たっては、総合計画の趣旨に沿ったものとす

るとともに、都市計画マスタープランその他の市が定める土地利用に関する計画又は

方針との整合性を確保するものとする。 

３ 市は、北部地域における土地利用の適切な調整を図るため、北部地域土地利用計画に

おいて次の表の左欄に掲げる区域の特性に応じ、それぞれ同表右欄に掲げる区域を定

めることができる。 

区域の特性 区域 

公益性の高い自然環境及び生態系の保全を図るべき区域 保全区域 



森林が持つ多面的機能の発揮を図り、又は地域環境の形

成に寄与する民有林等の保全を図るべき区域 

森林区域 

農地の保全又は農業の振興を図るための農業生産の基盤

となる農用地区域等からなる区域 

農業区域 

住宅その他の建築物の敷地として既に土地利用がされて

いる区域で、豊かな自然環境及び農業振興との調和を図

りながら、良好な居住環境の形成及び維持を図るべきも

の 

集落区域 

４ 前項に定めるもののほか、計画の名称、目標、区域の範囲その他の北部地域土地利用

計画において定める事項は、規則で定める。 

 （北部地域土地利用計画の策定手続） 

第６条 市長は、前条の規定により北部地域土地利用計画を定めようとするときは、規則

で定めるところにより、あらかじめ当該北部地域土地利用計画の案を公衆の縦覧に供

しなければならない。 

２ 前項の規定による縦覧があったときは、当該北部地域土地利用計画を定めようとする

区域の住民及び利害関係人は、規則で定めるところにより市長に意見の申出をするこ

とができる。 

３ 市長は、前条の規定により北部地域土地利用計画を定めようとするときは、あらかじ

め、宝塚市都市計画審議会（宝塚市都市計画審議会条例（平成１２年条例第１７号）

第１条に規定する宝塚市都市計画審議会をいう。以下「都市計画審議会」という。）

の意見を聴かなければならない。 

４ 市長は、北部地域土地利用計画を定めたときは、その旨を告示するとともに、これを

公衆の縦覧に供しなければならない。 

（地区土地利用計画） 

第７条 市は、北部地域土地利用計画において定める区域の特性に合わせ、北部地域にお

ける地区ごとの住民主体のまちづくりに資するため、地区土地利用計画を定めること

ができる。 

２ 市は、地区土地利用計画の策定に当たっては、北部地域土地利用計画との整合性を確

保するものとする。 

３ 市は、地区土地利用計画において、第５条第３項の表右欄に掲げる集落区域に定めら



れた区域について別表第２左欄に掲げる区域を定めることができる。 

４ 市は、前項の規定による区域の決定に当たっては、当該区域内において行う開発行為

が当該開発行為の周辺における市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ、市

街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められるものとしなければ

ならない。 

５ 市は、第３項の規定による区域の決定に当たっては、当該区域内において行う開発行

為に係る予定建築物等の用途が開発区域及びその周辺地域における環境の保全上支障

がないと認められるものとしなければならない。 

６ 第３項に定めるもののほか、計画の名称、区域の範囲その他の地区土地利用計画に定

める事項は、規則で定める。 

 （地区土地利用計画の策定手続） 

第８条 市長は、前条の規定により地区土地利用計画を定めようとするときは、規則で定

めるところにより、あらかじめ当該地区土地利用計画の案を公衆の縦覧に供しなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定による縦覧があったときは、当該地区土地利用計画を定めようとする区域

の住民及び利害関係人は、規則で定めるところにより市長に意見の申出をすることが

できる。 

３ 市長は、前条の規定により地区土地利用計画を定めようとするときは、あらかじめ、

都市計画審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 市長は、地区土地利用計画を定めたときは、その旨を告示するとともに、これを公衆

の縦覧に供しなければならない。 

（土地利用計画等の変更申出） 

第９条 北部地域土地利用計画又は地区土地利用計画（以下「土地利用計画等」とい

う。）の区域内の土地の所有権又は建物の所有を目的とする対抗要件を備えた地上権

若しくは賃借権（臨時設備その他一時使用のため設定されたことが明らかなものを除

く。）を有する者（以下「土地所有者等」という。）は、土地利用計画等の変更に係

る素案となるべき内容を、市長に申し出ることができる。 

（土地利用計画等の変更申出の手続） 

第１０条 前条の規定による申出をしようとする者は、規則で定めるところにより市長に

申し出なければならない。 



２ 市長は、前項の申出があったときは、次に掲げる基準により土地利用計画等の変更の

要否を判断するものとする。 

(１) 当該申出の内容が関係法令並びに市が定める土地利用に関する計画及び方針

（当該土地利用計画等を除く。）に適合していること。 

(２) 当該申出の目的及び内容に合理的な理由があること。 

(３) 当該申出に係る区域の設定に合理的な理由があること。 

(４) 当該申出に係る区域の周辺環境に配慮していること。 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める基準に適合しているこ

と。 

３ 市長は、第１項の申出による土地利用計画等の変更の必要があると認めたときは、土

地利用計画等の変更案を作成するものとする。 

４ 市長は、第１項の申出による土地利用計画等の変更の必要がないと認めたときは、そ

の旨及びその理由を当該申出をした者に通知しなければならない。 

５ 市長は、前項の通知をしようとするときは、都市計画審議会の意見を聴かなければな

らない。 

６ 市長は、第３項の変更案を作成する場合において必要があると認めるときは、説明会

の開催その他必要な措置を講ずるものとする。 

（土地利用計画等の変更） 

第１１条 市は、次の各号のいずれかに該当するときは、土地利用計画等を変更すること

ができる。 

(１) 開発行為又は建築物の新築等による土地利用の実情等に応じて変更する必要が

あるとき。 

(２) 前条第３項の規定により、市長が土地利用計画等の変更案を作成したとき。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要があると認めるとき。 

２ 規則で定める軽微な変更を除き、第６条及び第８条の規定は、前項の規定による土地

利用計画等の変更について準用する。 

    第２節 特別指定区域 

（特別指定区域の指定） 

第１２条 市長は、第７条第３項の規定により定めた区域のうち、法施行令第８条第１項

第２号ロからニまでに掲げる土地を含まない区域を特別指定区域として指定するもの



とする。 

２ 市長は、特別指定区域を指定したときは、その旨を告示するとともに、これを公衆の

縦覧に供しなければならない。 

３ 特別指定区域の指定は、前項の規定による告示のあった日から、その効力を生ずる。 

４ 前２項の規定は、特別指定区域の指定の変更について準用する。 

（特別指定区域における市街化を促進しない開発行為） 

第１３条 前条の規定により指定した特別指定区域における法第３４条第１２号に規定す

る条例で区域、目的又は予定建築物等の用途を限り定める開発行為は、当該特別指定

区域に係る別表第２左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表右欄に定める建築物の建

築の用に供する目的で行う開発行為とする。 

（特別指定区域における市街化を促進しない建築物の新築等）  

第１４条 第１２条の規定により指定した特別指定区域における法施行令第３６条第１項

第３号ハに規定する条例で区域、目的又は用途を限り定める建築物の新築等は、当該

特別指定区域に係る別表第２左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表右欄に定める建

築物の新築等とする。 

（開発審査会の意見聴取） 

第１５条 市長は、特別指定区域における法第２９条第１項、第３５条の２第１項、第

４１条第２項ただし書、第４２条第１項ただし書及び第４３条第１項の規定による許

可をしようとする場合において必要があると認めるときは、宝塚市開発審査会（宝塚

市開発審査会条例（平成１５年条例第９号）第１条に規定する宝塚市開発審査会をい

う。）の意見を聴くことができる。 

   第４章 雑則 

（委任） 

第１６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年１０月１日から施行する。ただし、第５条、第６条及び附則

第３項の規定は、公布の日から施行する。 

 （宝塚市開発審査会条例の一部改正） 



２ 宝塚市開発審査会条例の一部を次のように改正する。 

  第２条を次のように改める。 

  （所掌事務） 

 第２条 審査会は、法第７８条第１項に定める事項のほか、市長の諮問に応じて、次に

掲げる事項を調査審議する。 

 (１) 開発行為等の規制についての重要事項に関すること。 

 (２) 宝塚市市街化調整区域における開発行為及び建築物の新築等に関する条例

（平成３０年条例第  号）第１５条の規定に関すること。 

（宝塚市都市計画審議会条例の一部改正） 

３ 宝塚市都市計画審議会条例の一部を次のように改正する。 

第７条を第８条とし、第２条から第６条までを１条ずつ繰り下げ、第１条の次に次の

１条を加える。 

 （所掌事務） 

第２条 審議会は、法律又はこれに基づく政令に定めるもののほか、市長の諮問に応

じ、次に掲げる事項について調査審議する。 

 (１) 本市が定める都市計画に関すること。 

 (２) 兵庫県が定める都市計画に対する本市の意見に関すること。 

 (３) 宝塚市市街化調整区域における開発行為及び建築物の新築等に関する条例

（平成３０年条例第  号）の規定により審議会の権限に属させられた事項 

 (４) 前３号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認める事項 

別表第１（第３条、第４条関係） 

区分 建築物 

１ 次の各号のいずれかに該当する者が、市街化区域と市街化調整区域との区分に

関する都市計画の決定により市街化調整区域として区分され、又は当該都市計

画を変更してその区域が拡張された日(以下「区域区分日」という。)前から所

有し、又は区域区分日の前日における所有者若しくは相続等によりその者の地

位を承継した者から区域区分日以後の相続等により承継し、若しくは承継する

ことが確実な市街化調整区域内の土地で規則で定めるもの(以下「区域区分日 



 前所有地」という。)において、婚姻等による別世帯の構成に伴い、新たに必

要とする自己の居住の用に供する戸建ての住宅で規則で定める建築物の延べ面

積及び敷地面積の基準を満たすもの 

 (１) 市街化調整区域にある区域区分日前から親族（民法（明治２９年法律

第８９号）第７２５条に規定する親族をいう。以下同じ。）が所有し、

かつ、居住している住宅（以下「区域区分日前住宅」という。）に、同

居し、又は同居していた者 

 (２) 区域区分日前住宅に同居していた親族が居住している住宅に、同居

し、又は同居していた者（区域区分日前住宅に同居していた親族の２親

等以内の者に限る。） 

 (３) 市街化調整区域にある区域区分日以後に親族が所有し、かつ、居住し

ている住宅に、通算して１０年以上同居し、又は同居していた者 

２ 市街化調整区域に区域区分日前から居住し、又は居住していた者が、区域区分

日前所有地において、転勤等による転入、借家からの転居、婚姻等による別世

帯の構成等に伴い、新たに必要とする自己の居住の用に供する戸建ての住宅で

規則で定める建築物の延べ面積及び敷地面積の基準を満たすもの 

３ 建築物の新築等を予定する者が、５０以上の建築物が連たんしている土地の区

域その他これに準ずる土地の区域内にある区域区分日前所有地において、転勤

等による転入、借家からの転居、婚姻等による別世帯の構成等に伴い、新たに

必要とする自己の居住の用に供する戸建ての住宅で規則で定める建築物の延べ

面積及び敷地面積の基準を満たすもの 

４ 自己の居住の用に供する戸建ての住宅に通算して１０年以上居住している者

が、転勤、介護者との同居等による転居が必要となるため他の者へ譲渡しよう

とする当該住宅で規則で定める建築物の延べ面積の基準を満たすもの 

５ 周辺の生活環境の保全に資するものとして、次の各号のいずれにも該当する住

宅のうち、この条例の施行の日以後に除却された住宅の土地（その所有者が当

該住宅を除却する前に規則で定める申出を行った敷地に限る。）において、除

却した当該住宅と同一の用途及び同一の規模以下で申出日から１０年以内に建

築するもの 



  (１) 昭和４５年１０月３０日以前に建築した住宅 

 (２) 除却時に空家である住宅 

別表第２（第７条、第１３条、第１４条関係） 

土地の区域 建築物 

１ 北部地域に通算して１０年以上居住

し、又は居住していた者（以下「長期

居住者」という。）の住宅の新築等に

より定住人口の維持に資する土地の区

域 

長期居住者が、自己が所有する土地又は規

則で定める者から相続等によりその地位を

承継することが確実な土地（以下「自己所

有地等」という。）において、婚姻等によ

る別世帯の構成等に伴い、新たに必要とす

る自己の居住の用に供する戸建ての住宅で

規則で定める建築物の延べ面積及び敷地面

積の基準を満たすもの 

２ 建築物の新築等を予定する者の住宅

の新築等により定住人口の維持に資す

る土地の区域 

建築物の新築等を予定する者が、北部地域

に定住することを目的に、自己所有地等に

おいて、新たに必要とする自己の居住の用

に供する戸建ての住宅で規則で定める建築

物の延べ面積及び敷地面積の基準を満たす

もの 

３ 前２項に掲げる区域のいずれにも該

当する土地の区域 

前２項に定める建築物 

 



議案第７０号 

   宝塚市市街化調整区域における開発行為及び建築物の新築等に関する条例の制定について 

宝塚市開発審査会条例(平成15年条例第9号)新旧対照表（附則第２項関係） 

現行 改正案 

(所掌事務) 

第2条 審査会は、法第78条第1項に定める事

項のほか、市長の諮問に応じて、開発行為

等の規制についての重要事項に関すること

を調査審議する。 

(所掌事務) 

第2条 審査会は、法第78条第1項に定める事

項のほか、市長の諮問に応じて、次に掲げ

る事項を調査審議する。 

(1) 開発行為等の規制についての重要事

項に関すること。 

(2) 宝塚市市街化調整区域における開発

行為及び建築物の新築等に関する条例(平

成30年条例第  号)第15条の規定に関す

ること。 

 

  



宝塚市都市計画審議会条例(平成12年条例第17号)新旧対照表（附則第３項関係） 

現行 改正案 

 (所掌事務) 

第2条 審議会は、法律又はこれに基づく政令

に定めるもののほか、市長の諮問に応じ、

次に掲げる事項について調査審議する。 

(1) 本市が定める都市計画に関すること。 

(2) 兵庫県が定める都市計画に対する本

市の意見に関すること。 

(3) 宝塚市市街化調整区域における開発

行為及び建築物の新築等に関する条例(平

成30年条例第  号)の規定により審議会

の権限に属させられた事項 

(4) 前3号に掲げるもののほか、市長が特

に必要があると認める事項 

(組織) (組織) 

第2条 （略） 第3条 （略） 

(臨時委員及び専門委員) (臨時委員及び専門委員) 

第3条 （略） 第4条 （略） 

(会長) (会長) 

第4条 （略） 第5条 （略） 

(議事) (議事) 

第5条 （略） 第6条 （略） 

(幹事) (幹事) 

第6条 （略） 第7条 （略） 

(委任) (委任) 

第7条 （略） 第8条 （略） 

 

 



 

議案第７１号 
   宝塚市立文化芸術センター条例の制定について 

宝塚市立文化芸術センター条例を次のとおり制定するものとする。 
  平成３０年（２０１８年）５月２２日提出 
                          宝塚市長 中 川 智 子  
宝塚市条例第  号 

宝塚市立文化芸術センター条例 

（設置） 

第１条 宝塚市民の文化芸術に関する基本条例（平成２５年条例第４２号）に基づき、文

化芸術の振興を図り、もって心豊かな市民生活の向上及び文化の薫り高いまちづくりに

寄与するため、新たな文化創造及び市民交流の場として、宝塚市立文化芸術センター

（以下「センター」という。）を設置する。 

（位置） 

第２条 センターの位置は、宝塚市武庫川町１０３４番とする。 

（事業） 

第３条 センターは、第１条に規定する目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。 

(１) 造形芸術を始めとする文化芸術事業の実施に関すること。 

(２) 市民の文化芸術活動の支援に関すること。 

(３) 造形芸術を始めとする文化芸術活動のため、施設をその利用に供すること。 

(４) 文化芸術を通じた関連分野における施策と連携した事業の実施及び市民交流の場

の提供に関すること。 

 (５) 文化芸術に関する情報の収集及び提供に関すること。 

 (６) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める事業の実施に関すること。 

（施設） 

第４条 センターに次に掲げる施設を置く。 

(１) ギャラリー１ 

(２) ギャラリー２ 

(３) ホール 

(４) 造形室 



 

(５) 会議室 

（指定管理者による管理） 

第５条 センターの管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３

項に規定により、法人その他の団体であって市長が指定するもの（以下「指定管理

者」という。）に行わせるものとする。 

 （施設の複合的利用） 

第６条 指定管理者は、センター及び宝塚市都市公園条例（昭和４４年条例第４０号）別

表第１に規定する宝塚文化芸術センター庭園の施設について、複合的施設として相互

の効率的利用を図るものとする。 

（開館時間） 

第７条 センターの開館時間は、午前９時から午後１０時までの時間の範囲内において、

指定管理者が市長の承認を得て第４条に規定する施設ごとに定める。 

２ 指定管理者は、特に必要があると認めるときは、市長の承認を得て、開館時間を変更

することができる。 

（休館日） 

第８条 センターの休館日は、毎月５日以内の日数を設けるものとし、指定管理者が市長

の承認を得て定める。 

２ 指定管理者は、特に必要があると認めるときは、市長の承認を得て、休館日を変更し、

若しくは臨時に休館日を設け、又は休館日に開館することができる。 

（利用許可） 

第９条 センターの施設を利用しようとする者は、指定管理者に申請し、その許可を受け

なければならない。許可された事項を変更しようとするときも同様とする。 

２ センターの共用スペースを占有して利用しようとする者は、指定管理者に申請し、そ

の許可を受けなければならない。許可された事項を変更しようとするときも同様とす

る。 

３ 指定管理者は、前２項の規定による許可をするに際し、条件を付すことができる。 

（利用許可の制限） 

第１０条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条第１項又は第２項

の規定による許可をしてはならない。 

(１) 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあるとき。 



 

(２) 建物、設備、備品等を滅失し、損傷し、又は汚損するおそれがあるとき。 

(３) 前各号に掲げるもののほか、センターの管理上支障があると認めるとき。 

（利用料金） 

第１１条 第９条第１項又は第２項の規定により利用許可を受けた者（以下「利用者」と

いう。）は、指定管理者に対し、その利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を

支払わなければならない。 

２ 利用料金の額は、別表に定める額の範囲内において、指定管理者が市長の承認を得て

定める。利用料金の額を変更するときも同様とする。 

３ 第１項の規定により支払われた利用料金は、指定管理者の収入として収受させる。 

（利用料金の減免） 

第１２条 指定管理者は、あらかじめ市長の承認を得た基準に従い、利用料金を減額し、

又は免除することができる。 

 （利用料金の返還） 

第１３条 既納の利用料金は、返納しない。ただし、指定管理者は、あらかじめ市長の承

認を得た基準に従い、その全部又は一部を返還することができる。 

 （利用目的の変更等の禁止） 

第１４条 利用者は、利用目的を許可なく変更し、又は利用の権利を譲渡し、若しくは転

貸してはならない。 

 （利用許可の取消し等） 

第１５条 指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、利用許可を取

り消し、利用許可の条件を変更し、又は利用の停止を命ずることができる。 

(１) この条例の規定に違反したとき。 

(２) 利用許可の条件に反し、又は許可を受けた利用目的以外の目的に利用したとき。 

(３) 偽りその他不正な行為により、利用許可を受けたとき。 

(４) 第１０条各号のいずれかに該当する事由が判明し、又は生じたとき。 

 （原状回復の義務） 

第１６条 利用者は、施設の利用が終了したとき、又は前条の規定により利用許可の取消

しを受け、若しくは利用の停止を命ぜられたときは、直ちに指定管理者の指示に従い、

施設等を原状に復さなければならない。 

 （入館の制限） 



 

第１７条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、入館を拒否し、又は

退館を命ずることができる。 

(１) 他人に危害を及ぼし、又は迷惑となる行為をするおそれがある者 

(２) 建物、設備、備品等を滅失し、損傷し、又は汚損するおそれがある者 

(３) 他人に危害を及ぼし、若しくは他人に迷惑となる物品又は動物を携行する者 

(４) 管理上必要な指示に従わない者 

(５) 前各号に掲げるもののほか、管理上支障があると認められる者 

 （損害賠償） 

第１８条 指定管理者及びセンターに入館した者は、建物、設備、備品等を滅失し、損傷

し、又は汚損したときは、市長にその損害を賠償しなければならない。ただし、市長

が特にやむを得ない事由があると認めるときは、この限りでない。 

 （指定管理者の指定） 

第１９条 市長は、指定管理者を指定しようとするときは、特別な事由があると認める場

合を除き、公募するものとする。 

２ 指定管理者の指定を受けようとするものは、申請書にセンターの管理に係る業務に関

する事業計画書その他規則で定める書類（以下「事業計画書等」という。）を添付し

て市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、次に掲げる事項を基準として、前項の規定により指定の申請を行ったものを

総合的に審査し、センターの管理を行わせるに最適な法人その他の団体を候補者とし

て選定し、指定管理者に指定するものとする。 

 (１) 利用対象者の平等な利用を確保できるものであること。 

(２) 事業計画書等の内容がセンターの効用を最大限に発揮するとともに、管理経費

の縮減が図られるものであること。 

(３) センターの管理を安定して行う能力を有していること。 

 （指定管理者が行う業務） 

第２０条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(１) 第３条に規定する事業を遂行する業務 

(２) 利用許可に関する業務 

(３) 利用料金の徴収に関する業務 

(４) 建物、設備、備品等の維持及び小規模な修繕に関する業務 



 

(５) 前各号に掲げるもののほか、センターの管理に関し市長が必要があると認める

業務 

 （指定管理者の指定等の告示） 

第２１条 市長は、第１９条第３項の規定により、指定管理者の指定をしたときは、その

旨を遅滞なく告示しなければならない。地方自治法第２４４条の２第１１項の規定に

より指定管理者の指定を取り消し、又は管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じ

たときも同様とする。 

 （指定管理者の不在等の場合における管理） 

第２２条 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により指定管理者を取り消し、又は

管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じた場合、第１９条の規定による指定管理

者の指定に当たりその候補者が存在しないことにより指定管理者による管理が行えな

い場合その他市長が必要があると認める場合は、指定管理者による管理が行えなくな

るときから新たな指定管理者による管理が開始し、又は管理の業務の停止を命じた期

間が終了するときまでの期間においては、第５条の規定にかかわらず、市長がセンタ

ーの管理を行うものとする。この場合において、市長は、別表に定める額の範囲内に

おいて使用料を徴収することができる。 

 （委任） 

第２３条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して３年を超えない範囲内において規則で定める日か

ら施行する。ただし、次項及び附則第３項の規定は、公布の日から施行する。 

 （準備行為） 

２ センターに係る指定管理者の指定及びこれに関し必要な手続は、この条例の施行の日

前においても行うことができる。 

（宝塚市指定管理者選定委員会条例の一部改正） 

３ 宝塚市指定管理者選定委員会条例（平成２７年条例第３号）の一部を次のように改正

する。 

別表第１ １市長が管理する公の施設の部に次のように加える。 



 

(53) 宝塚市立文化芸術センター及び宝塚文化芸術センター庭園 

  別表第１備考中「第９号及び第２２号」を「第９号、第２２号及び第５３号」に改め

る。 

  別表第２ １市長が管理する公の施設の部に次のように加える。 

(21) 宝塚市立文化芸術センター及び 

宝塚文化芸術センター庭園 

宝塚市立文化芸術センター及び宝塚文化

芸術センター庭園指定管理者選定委員会 

別表（第１１条関係） 

区分 単位 利用料金 

施設の利用

料金 

ギャラリー１ １人入場１回につき ２，０００円 

１室１日につき １２０，０００円 

ギャラリー２ １室１日につき ２８，０００円 

ホール １室１日につき ３６，０００円 

造形室 １室１日につき １２，０００円 

会議室 １日につき ８，０００円 

センターの共用スペースを

占有して利用する場合の利

用料金 

１時間につき１平方メートル当たり ２４円 

 



 

 

 

議案第７１号 

   宝塚市立文化芸術センター条例の制定について 

宝塚市指定管理者選定委員会条例(平成27年条例第3号)新旧対照表（附則第３項関係） 

※この新旧対照表については、宝塚市公益施設条例(平成30年条例第14号)附則第3項の規定によ

る改正後の宝塚市指定管理者選定委員会条例の規定を現行として作成しています。 

（現行） 

別表第1(第1条関係) 

 1 市長が管理する公の施設 

 
 
 (52) 宝塚市公益施設 

 2 （略）  

備考 1市長が管理する公の施設の部第2号、第4号、第5号、第6号、第9号及び第22号    並

びに2宝塚市教育委員会が管理する公の施設の部第2号及び第6号に掲げる施設については、

これらの号ごとに一の指定管理者を選定するものとする。 

別表第2(第1条関係) 

 1 市長が管理する公の施設 

区分 公の施設 指定管理者選定委員会の名称 

   
   
   (20) 宝塚市公益施設 宝塚市公益施設指定管理者選

定委員会 

 2 （略）  

 

（改正案） 

別表第1(第1条関係) 

 1 市長が管理する公の施設 

 
 
 (52) 宝塚市公益施設 

(53) 宝塚市立文化芸術センター及び宝塚文化芸術センター庭園 

 2 （略）  

備考 1市長が管理する公の施設の部第2号、第4号、第5号、第6号、第9号、第22号及び第53号並

びに2宝塚市教育委員会が管理する公の施設の部第2号及び第6号に掲げる施設については、

これらの号ごとに一の指定管理者を選定するものとする。 

別表第2(第1条関係) 

 1 市長が管理する公の施設 

区分 公の施設 指定管理者選定委員会の名称 

   
   
   (20) 宝塚市公益施設 宝塚市公益施設指定管理者選

定委員会 

(21) 宝塚市立文化芸術センター及び宝塚文化芸術センター

庭園 

宝塚市立文化芸術センター及

び宝塚文化芸術センター庭園

指定管理者選定委員会 

 2 （略）  

 



議案第７２号 

公の施設（宝塚市立末広駐車場）の指定管理者の指定について 

 次のとおり公の施設の指定管理者を指定しようとするので、地方自治法第２４４条の２

第６項の規定により、議会の議決を求める。 

  平成３０年（２０１８年）５月２２日提出 

                          宝塚市長 中 川 智 子 

 

１ 公 の 施 設 の 名 称  宝塚市立末広駐車場 

２ 指定管理者となる団体  東京都千代田区霞が関３丁目２番５号 

               三井不動産リアルティ株式会社 

                代表取締役 山 代 裕 彦 

３ 指 定 の 期 間  平成３１年２月１日から平成３６年３月３１日まで 

 

 

 



議案第７２号 

公の施設（宝塚市立末広駐車場）の指定管理者の指定について 

   地方自治法(抜粋) 

(公の施設の設置、管理及び廃止) 

第244条の2第1項～第5項 （略） 

6 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当該普通地方

公共団体の議会の議決を経なければならない。 

7～11 （略） 



議案第７３号 

市道路線の認定変更について 

 次のとおり市道路線を認定変更しようとするので、道路法第１０条第３項の規定により、

議会の議決を求める。 

平成３０年（２０１８年）５月２２日提出 

宝塚市長 中 川 智 子 

 

整理

番号 

路 線 名 認 定 区 間 

重要な

経過地 

 

備  考 

路 線 

延 長 

路 線 

幅 員 

3344 3344号線 

変

更

前 

起

点 

雲雀丘 3丁目92番  

地先 

 ｍ 
 

 22.10 

ｍ 

最大 6.00 
 

最小 4.20 
終

点 

雲雀丘 3丁目93番  

地先 

変

更

後 

起

点 

雲雀丘 3丁目92番 3 

地先 

 ｍ 
 

50.20 

ｍ 

最大 6.00 
 

最小 4.20 
終

点 

雲雀丘 3丁目89番 7  

地先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



議案第７３号 

   市道路線の認定変更について 

   道路法(抜粋) 

 (路線の廃止又は変更) 

第10条 都道府県知事又は市町村長は、都道府県道又は市町村道について、一般交通の用に供す

る必要がなくなったと認める場合においては、当該路線の全部又は一部を廃止することができ

る。路線が重複する場合においても、同様とする。 

2 都道府県知事又は市町村長は、路線の全部又は一部を廃止し、これに代わるべき路線を認定

しようとする場合においては、これらの手続に代えて、路線を変更することができる。 

3 第7条第2項から第8項まで及び前条の規定は前2項の規定による都道府県道の路線の廃止又は

変更について、第8条第2項から第5項まで及び前条の規定は前2項の規定による市町村道の路線

の廃止又は変更について、それぞれ準用する。 
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議案第７４号 

宝塚市自治功労者の認定について 

次の者を宝塚市自治功労者としたいので、宝塚市自治功労者条例第２条第３号の規定に

より、議会の認定を求める。 

平成３０年（２０１８年）５月２２日提出 

宝塚市長 中 川 智 子   

 

宝塚市自治功労者に認定しようとする者 

住 所  ああああああああああああああああああ 

氏 名  酒 井 喜 久 

 

※個人情報保護のため、一部マスキングをしています。 



 

議案第７４号 

宝塚市自治功労者の認定について 

宝塚市自治功労者に認定しようとする者 

  住 所  あああああああああああああ 

氏 名  酒 井 喜 久 

生年月日  ああああああああああ 

勤続年数  37年 

職  歴  昭和56年 4月  宝塚市に奉職 

      平成15年 7月  環境経済部経済振興室観光振興課長 

      平成17年 4月  都市産業活力部産業活力室観光振興課長 

            平成20年 4月  都市産業活力部産業国際文化室長 

      平成22年 4月  都市産業活力部次長(都市再生・アピア逆瀬川地域支援担当) 

      平成23年 4月  環境部クリーンセンター所長 

      平成25年 4月  教育委員会事務局管理部管理室長 

      平成26年 4月  環境部長 

      平成28年 4月  子ども未来部長 

      平成30年 3月  退職 

       

宝塚市自治功労者条例(抜粋) 

第2条 次に掲げる者は、自治功労者とする。 

(1) 1任期以上在職した市長 

(2) 2任期以上引き続き在職した議会議員 

(3) 市職員で本市に引き続き満20年以上勤続した者で議会の認定を経た者 

 

※個人情報保護のため、一部マスキングをしています。 

 


